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都市における住宅難は，一向に解決しそうになしそれどころか一層悪化し
ているのが最近の現状であろう。このことは，論証を必要としないほどまで，
われわれの日常の経験のなかで実感できることである。 ζのような状況にあ合
て注目すべきととは， ζと数年の民間住宅金融の著しい伸長であろう。日本銀
行統計局の「経済統計月報Jtr:よョて全国銀行，業種別貸出残高をみてみると，
不動産業および個人住宅ローンκついての貸出残高は年々増加している。昭和
4 a年末と昭和48年6月とを比べてみると，不動産業への貸出残高は. 1兆
3 2 5 3億円から， 5兆 82 0 5億円へと，ほほ4・5倍tr:（金貸出残高に占
める審恰は， 3.84%から 7.83%tc:）個人住宅ローンへの貸出残高は，2754
億円から 2兆5240億円へとほぼヌ 2倍に（貸出残高に占める割合は， 0.80
%から 3..4 0 roκ｝増加している。とく民個人住宅ローンの伸長は驚異的で
すらある．しかし，このような民間住宅金献の拡充．とりわけ個人住宅ローン
の伸長に伴ョて，さまざまな問題が提起されている。すなわち，民間住宅金融
の拡充は，政府によ 9ても，金融業界によ 9ても，住宅産業界によ 9ても推進
される方向κ向宮ているようであるが，それによョて，住宅問題は解決できる
のか．とくに，民間住宅金融の拡充は．いわゆる「持家主義」を前提とする杭
「持家主義Jを推進していくことによ 9て住宅問題は解決できるのか，また
個人住宅ローンは，そのための別枠の資金治報保されてないために，金融引締
時にはその脆弱伎を暴露するので．住宅ローンの今後の安定的伸長には，別枠
資金の確保が必須である杭そのためκはいかなる措憧がとられるべきかが問
題とされる。また，民間住宅金融の伸長Kよって民間住宅投資の総需要K占め
る割合も増大し，とのζとの国民経済全般に与える影響も無視でき左いものが
あ九民間住宅金融も，金融政策のなか『てとりとまれるべきかが問題とされる。
また，個人住宅ローンの取引は，経済的K弱者であり，かっ，金融取引K不慣
れ念消費者と金融機関との取引であるので，消費者保護の問題が生じる，左ど。
ζれら，民間住宅金融，とく K個人住宅ローンの伸長がひきおとす諸問題のう
ち，本稿では，法的な2つの問題をと bあげる ζとKする。す左わち，住宅ロ
ーンの安定的伸長のための別枠資金の確保の問題のなかで論じられている抵当
証券をめぐる法的問題（第一部「民間住宅金融と抵当証券」）と，住宅ローン
取引をめぐる消費者保護の法的問題（第二部「民間住宅金融の伸長と消費者の
法的保護の問題」）である。
本稿は．上記のような視点から，民間住宅金融氏関する法律問題について行
なった共同研究の成果である。もョとも，この問題が都市K特有のものでない
ことはもちろんである。しかし，住者苛題が都市においてもーとも深刻化して
いる今日，その一例屈をなす民間住宅金融の問題を法的に分折することは，社
会的経済的な面からの都市研究の一環として，少なからぬ意義をもつものと考
える。また．本研究はきわめて時事的な問題を取り扱っているようであるが，
それは決して一時的な問題にすぎないというものではなしその今後の進展が
継続的に観察される必要がある。したがョて，われわれもまた，将来にわたョ
てとの陪題の研究に取組んでいかなければならないと考えている。本稿は，わ
れわれのこれまでの共同研究をとりまとめる意味をもつものであるが，その執
筆は，第一苦Eを飯島治主第二部を島田が担当した。
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第一部 民間住宅金融と抵当証券
（飯島紀昭）
J.序論
いうまでもなく大都市における住宅問題の核心は住宅（入手｝難であり，そ
の主要な原因としては，地価高騰及び建築資材の値上りによる住宅資金の増加
念あげることができる。そして，住宅資金増加の問題も金融面での適切な措置
がとられているのであれば，一定程度解決することができるのであるから，九
の考察は，現在の都市問題解決の一つの重要な側面を形成する。しかも，たと
えば昭和46年度から開始された第2期住宅建設5箇年計画によれば． 950 
万戸〈のちに沖縄の復帰Kより若干の変更がなされた〉の計画戸数のう弘公
的資金〈住宅金融公庫融資による建設を含む｝による 38 0万戸を除く 57 0 
万戸は民間の自力建設によるものであるから，わが国の住宅問題の一つの主要
(1) 
な側面として，民間の住宅金融がクローズア，プしてこざるをえない。
ところ治もわが圃の民間の住宅金融は，種々の点で問題のあることが指摘さ
(l) 
れている 。まず第1は．貸出総額が少ないことである。最近の資料によれば，
昭和A7年度における都市銀行，地方銀行．長期信用銀行，信託銀行．相互銀
(3) 
行による住宅資金貸付の総貸出残高に占める割合は，わずか 3.2~にすぎない。
とれは， わが国の民間金融機関の資金の大節分が．昭和30年代からの高
度成長政策の下で．企業の自己資金の不足から，産業資金K振り向けられなけ
(4) 
ればならなかーたことによるものであると指摘されている 。しかし，このよ
うなわずかの住宅金融の状態払金般の緩慢を背景にしているものと言われ，
したがgて．第2の問題点として，金融引締政策が行われれば，金敵機関がま
(5) 
ず規制するのが探算性の低い住宅金融であることは想像するに困難でない。
そして第三に．先κあげた2点の原因となョているものである科住宅金融そ
← 5ー
れ自体に内在する性格があげられる。すなわち， 1 ) 債務者〈資金需要者〉
が一世の個人であるために返済能力に問題があること， 2). 1件あたりの貸出
金額が銀行側からみれば少額であョて，事務処理が煩雑となること， 3）.返済
期聞が10 -2 0年間に及び，その問，資金が固定化してしまい，最長でも 2
年間の定期預金などの短期資金に依存している銀行としては好ましくないこと，
などの事情があり．総じて．採算ベースにのりにくい函があるといえる。しか
も，消費者金融という性質上，低利であることが要求され．この長期低利とい
う条件は，現在の民間金融機関には元来なじみにくいものと言えよう。したが
ョて，公的資金の大規模な導入が望まれるわけであるが，これとてもさほど期
待できるものではなく，当面は，民間の住宅金融の改善が必要となる．そのひ
とつの動きとして，銀行等の出資による住宅金融専門会社の設立がある杭そ
れと併行して，制度倉lj立以来，ほとんど利用されることのなかョた抵当証券を
利用する動きがある。抵当証券の利用は，後にくわしくふれるが，住宅金融に
必然的K伴なう長期というネ，クを解消することを主要なねらいをしながら，
(6) 
同時民資金導入の新しい分野を開拓しようとする意図をも宮ている 。以上
の意味において，抵当証券を住宅問題・住宅金融のなかで論ずることは有意義
であると思われる。
かくして．本論は，住宅金融への抵当証券の剰用の可能性と利用Kあたって
生ずるであるう問題を指摘し．将来の展望に若干ふれることにしたい。
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E抵当証券制度
(1）概観
まず抵当証券がどういうものであるかを簡単にみてむとう。抵当証券は抵当
証券法（昭和6年．法第15号｝によって認められるκ至った。
抵当証券は．抵当権をその被担保債権とともに証券化したものであョて，当
事者聞に抵当証券発行の特約のある場合K，抵当権者の申請にもとづいて登記
所が発行するもので．有価証券のー穫とされる（担当証券法一以下法と称す
るー第1条．第2条第5号九抵当証券が発行されると，以後，抵当権と被
担保債権は抵当証券をもョて処分しなければならず，かつ抵当権と被担保債権
は分離して処分することはできなくなる（法第14条）。
抵当証券の特色は次の点κある。
1）.抵当証券の譲渡は裏書によ 9て行われる〈法第15条｝。裏書の効力は，
手形法の準用により（法第40朱手形法第15条第1項，第16条ー第18 
条〉，手形のそれとほ ）：同一であるが，白地式裏書が認められないこと，およ
び手形法第11条第5項が準用されないことに注意する必要がある（後述人
2) 糊岩佐が排斥されること〈法第 24条｝。前述の裏書譲渡とともに抵当証
(7) 
券の流通性を高めるものである。
3）関係的ないし相対的公信力を認めたこと。わが圃の登記簿κは公信力が
ないとされているので，かかる登記簿の内容を転載したにすぎない抵当証券払
(8) 
当然その内容につき公信力をもちえない。しかし，元来転k流通することを
予定している抵当証券の記載事項につき公信力を認めないと，証券の譲受人が
不測の損害を受けるおそれがあり，そのために流通性カ害されることとなる。
この矛盾を解決するために，一樹句に登記に公信力を与えたり，あるけま抵当
証券だけに公信力を与えることが法的に困難であることから，特殊な制度を創
出して，一昔程度の公信力（関係剖公信力または相対的公信力とよばれる｝を
-7-
（？｝ 
抵当証券に与えることとしたのである。 ζれは，登記官が証券の発行前民
抵当権設定者，第三取得者，債務者，抵当権又はその順位の譲渡人及び先順位
を拠棄した者に対し，一定期間内に証券の発行κ異議があれば申し立てるべき
旨を催告するというものであって〈法第6条λ 催告にもかかわらず異議申立を
しない者は．異議申立のできた事由については．抵当証券の善意の取得者に対
抗することができなくなる（法第10条〉。もョとも．この点については登記
簿自体に公信力を認めるべきであるとする見解もある。
.4）抵当証券の所持人は．元本の弁済期日後1ク月以内に債務者に対し支払
の請求をすることを要し（法第27条），支払のない場合Kは，弁済期日より
5ク月以内κ競売を申し立てることになるが（法第30条第1項｝，競売代金
によって満足を受けることのできなかョた部分については裏書人κ対し償還請
求をすることができる（法第31条九
（幼抵当証券法の制定理由
抵当証券法は昭和6年に制定されたものであるカもその経済的な理由は昭和
2年の金融恐慌に求められている．すなわち，金融恐慌のさい．普通銀行とく
に地方銀行が長期の不動産担保貸付にその資金の多くを固定せしめており．し
たがョてその流動化を図らないかぎり．預金の取付の原因ともなるものであ宮
川
た 。そこで．不動産κ固定された資金〈債権｝を抵当証券に化体すること
により，流通させようという目的をもョて登場したのが抵当証券法である。具
体的Kは．長期に固定化されている不動産担保貸付を抵当証券の譲渡により，
当時の特殊銀行たる日本勧業銀行，北海道拓殖銀行，農工銀行等に肩代りさせ
ようとしたものであョて．いわば不良債権をかかえた地方銀行の救済策にほか
ならなかョた。
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かくして，昭和咋8月日本不動産協会縛により抵当勧告l肢の研究が
開始され，昭和5年 A月［不動産抵当証券法案」とともに「不動産抵当証券法
( 12) 
制定ニ閣スル建議書」が大蔵，司法の両大臣に提出された。
さらにその後，政府の金倣制度調査会Kよョて法案が作成され，昭和6年 2
(13) 
月 20日議会κ提出され，同年5月 28日κ公布され九
(3) 制度利用不振の理由
しかし，抵当証券は大方の予想を期待を裏切ョてほとんど利用されず，今日
( 14) 
では死文化したものと言われた。その理由Kついては次の諸点が指摘されてい
( 15) 
る。
まず法律上の原因として次の点が問題とされている。
的 抵当証券法の施行地域を市制施行地κ限定したこと（抵当証券法ノ施行
期日及施行地域＝関スル件．昭和6年勅令第18 3号．および第18 .4号｝。
これについては， 「当時の事情を考えると．不動産金融を必要としている地方
( 16) 
農村および小都会を含めなかョたことが問題である」とされている前市制施
(17) 
行地への限定は登記事務上の要請Kもとづくものであり．必要念らば法令の改
正Kより簡単K解決可能な問題である。
p）証券発行手続の煩雑さとして，具体的には，異議申立の催告のための
「一定ノ期間」を設けたことが指摘されている。このーづ定期闘は政府の予定で
(18) (19) 
は約1ク月ということであり，近時では2ク月程度という考えも示されている。
要するKもっと短縮でき念いかというととであるが．本来5適聞で十分である
(20) 
とも言われている。
付債権者〈抵当権者〉の申請によョて発行されること。このことは，債権
者治将欽しなければ刺用されないことを意味し，不動産を担保として資金を調達
しようとする者治漣んで利用することができないことを意味する。したがョて，
-9-
利用の可能性はそれだけせばめられることになる。
同抵当証券発行の前提として，発行に関する当事者の特約，すなわち，債
( 21) 
務者や物上保証人の同意をうるのが困難であること。
制法第五 2条が償還請求に関して裏書人の責任を加重しているので，抵当
(22) 
証券を買い入れようとする者がいなくなること。
以上のような法律上の原因κ加えて，経済的な環境・基盤の存しなかョたこ
とも重要である。
すなわち．前述したように抵当証券法制定の現実的な理由は．資金を長期
の不動産担保貸付に固定されていた地方銀行の救済にあョたわけである科現
実削工．抵当証券の購入による肩代りを予定されていた特殊銀行，とくに日本
勧業銀行杭結局，唯一の例外を除いては抵当証券を購入することがなかョた
( 23) 
之いうことが，決定的であョたようである。その原因は．当時の地方
銀行の担側面値の評価がきわめてゆるし勧業銀行の鑑定評価κよョては，被
担保債権を満足させうるものでなししたがョて肩代りしにくかョたととがあ
げられる。また．たまたま，優良な担保をと 9た貸付があ 9て勧業銀行の鑑定
評価に耐えるものがあョたとしても，地方銀行が肩代りによーて優良な顧客を
(24) 
勧業銀行にとられてしまうことを恐れたという事情もあったであろう。
総じて，勧業銀行側が地方銀行を信用していなか9たということ．だから地方
(25) 
銀行の裏書保証も信用L;念かったとと．また特殊銀行以外に抵当証券の晴人を希
望した信託会社が．行政指導によョてそれを禁じられたことも．不援の大きな
(26) 
原因となったものと思われる．
そこで．政府は翌昭和7年9月κ「不動産融資及損失補償法」を制定した．
この法律は．勧業銀行．貨工銀行．拓殖鮒すの融資銀行が普通銀行所有不動産
抵当や債権質などの方法で，普通銀行に融資した場合，融資鮒'Jt損失を生じ
たときに政府がそれを補償するという内容のものであ 9たために．はじめて抵
(27) 
当証券も活用されることになーたということである．
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しかし，戦後勧業銀行等の特殊鮒予が廃止されるととも民特殊な例外を除
いては，ほとんど利用されることなく現在に至ョている。
特殊な.g;砂もとは次のようなことである。昭和28, 9年頃， 大阪方面で．
担保不動産を不当に水増しして評価し．低い担保価値にもかかわらず多額の債
権を担保する抵当権を設定し．高利回りの抵当証券を販売するという形で．抵
当証券制度が悪用された。そこで．抵当証券法施行規則第21条の2が追加さ
れ．抵当証券発行の申請書に「抵当権ガ債権ノ全部ノ弁済ヲ担保スルエ足ルコ
(28) 
トア証スル書面ヲ添付」することが必要となョた。
なお．以上の制度利用不振の原因のいくつかについては．必要なかぎり後の
IVで今日的な問題を論ずるさいに再びとりあげることにする。
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E抵当証券制度の復活
はじめに述べたように．最近．住宅金融への抵当証券制度の利用の可能性が
論じられている。一時は死文化したと言われ．廃止さえも考えられていた抵当
証券法例可故に再び復活しようとしているのであろうか。それは．基羽句には．
先に述べた住宅金融κ必然的な長期低利とh、う条件が．民間金融機関にとって
好ましくないということによる。すなわち．通常10-20年の間．住宅金融
κ固定してしまう資金に抵当証券を利用することによョて流動性を与えようと
(29) 
するものである。金触機関は．資金が必要念ときVては手持ちの抵当証券を売却
して簡単κ資金化することができるようになる。さらにまた．住宅資金の需要
増加が将来も見込まれているが．前述したように金級機関の総貸出残高に対す
る住宅金融の占める割合が少いこと．普通銀行がその資金の性格上．長期κわ
たる住宅金融よりも事美金融にメリ，トをもョていること等から．少くとも住
宅資金Kついては恒常的な資金不足が予想されるため．抵当証券を媒介として．
(30) 
一般大衆の資金を吸収できることも考えられているであろう。
かくして．建設省も住宅離打開の決め手として利用の検討を始め．金融制度
(31) 
調査会でも論議されているというととである。また．経済企画庁も住宅
(32) 
金融の打開策として抵当証券制度利用の検討を始めたことカ報じられている。
金融業界も住宅金融K伴う諸問題を根本的に解決するものとして．すでに
(33) 
銀行等の出資による住宅金融専門会社の設立を行っている。との住宅金融専門
(34) 
会社は．当初は抵当証券金融を目的としたものであったが．今のととろ普通の
不動産貸付のみを行っているようである（但し，定款の中Kは抵当証券闘係業
(35) 
務を行いうるととも規定されている）。したがって．将来，法的諸rJ題の解決
や経済的な環境整備治勾7われれば，住宅金融会社Kよって抵当証券が利用され
る可能性は十分Kあると言える。
さらK最近Kなって．抵当証券制度のPR，普及を目的とする民間団体.$~よび抵
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当証券業務を直接の目的とする取扱機関（抵当証券会社）が設立されえと胤注目される。
まず．昭和46年7月5日に社団法人日本抵当証券協会が設立された（社団
法人認可は昭和47年5月21日〉。この協会は．定款の第5条において．
「本会は．抵当証券法に基づく．抵当証券制度を普及するとともに抵当誼獲の
健全なる流通を図ることを目的とするJとうたョており．抵当証券会社の設立
(36) 
を実現することが実質的に重要な役割となョていたようである。
つぎに．日本抵当証券協会を中心として．抵当証券会社設立の動きが具体化
する。抵当証券の取扱機関としての抵当証券会社の必要性は．強く指摘されて
いたものであり．今日における抵当証券復活の可能性が．これにかかョている
(37) 
といョても過言ではない。 設立は急速に進められ． 昭和48年5月 29日
κ創立総会が開催され．正式に日本抵当証券株式会社が生まれた。会社の「目
的」は．設立準備会による抵当証券会社設立計画書κよれば次のようにな9て
、、る。
「当社は不動産取引の直接業務面から．抵当証券制度を積樹~Ht活用し．長
期固定化する不動産金融の流動化をはかり．直接金融方式により．偏在資金を
不動産金融に還元しようと意図するものである。即ち抵当証券の特色である強
い流動性を活用し．このバイプを通じ多量の資金を導入することにより．景気
変動にも左右されない長期安定資金の調達を図ることKよョて．福祉画家施策
(38) 
のー環である住宅等．不動産金融の円滑な需給に寄与するものである．」
ここでは．はなはだ抽象的ながら抵当証券芳聞の意図訪朝自に示されている。
すなわち．資金の流動化と．多量の資金の導入である。出資重参加会社は．生命
保険会社・損害保険会社関係10社．都市街すの間接参加関係5行．相互銀行
関係5行．証券会社関係4社．建設及び不動産会社関係51社となョており．
銀行関係の重量加が少ない杭これはすでに都市鮒すの多く治唱当証券業務をも
行うことのできる住宅金級会社をもョているとと．相互銀行も同様であること
によるのであろう。この中で．とくに建設・不動産業界からの参加が目立つが．
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これは会社設立推進の母体となョた日本抵当証券協会の会員構成にもあらわれ
ており．この業界もまた抵当証券制度の利用を必要としているということがで
きょう。これは次の理由によるものであろう。すなわち．建設・不動産業界は．
いわゆる提携ローンによって間接的κではある杭住宅金融にかかわり合う。
ところがこの提携ローンでは．不動産会社が保証して銀行が個人K融資するの
であるが．このようなやり方では不動産会社の保証残高が異常に高くな宮てし
(39) 
まい．早晩行きづまることゑヰ旨摘されている。 つま札 不動産業者の保証
能力の問題Kも．従来の住宅金融の伸び悩みの原因があるというのでるる．し
かも．建設．不動産業界はさらに売上げを伸ばして行かねばならず．販売政策
の一環として住宅金融を再検討する必要があョたのである。かくして．かかる
問題を建設・不動産業界サイドで解決するためにも．抵当証券の復活・活用は
有意義なものとな9ているのである。不動産業者は．たとえば売買代金債権κ
っき抵当証券の交付を受け．とれを必要κ応じて銀行κ買い取9 てもらー たり．
他に譲渡して現金化することができる。あるいはまた抵当証券会社が債権者
〈抵当権者〉として融資するととも考えられ句この場合．不動産業者も裏書保
証をして信用の補完をなし．抵当証券の流通を促進することになろう。以上の
点において． ζの会社は．さきの銀行を中心とする住宅金融会社とはいささか
性質を異にするものである。との特徴は次κ述べる業務内容からも明らかであ
る．
なお．大阪でも．昭和48年？月 9a re，関西の中堅不動産会社を中心に日
本号ーグージ株式会社〈資本金2億円．社長は日本抵当証券株式会社と同一で
ある〉が設立され．日本抵当証券株式会社と同じ内容の抵当証券業務を開始す
(40) 
ること治報じられている．
生保会社．損保会社が多面しているのは．抵当証券の買人を投資として予定
しているのであろうか．
さて．抵当証券取扱機関の具体例として．この会社の業務内容を「会社案剛
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(41) 
によってみてみよう。
行｝抵当証券発行申請の手続代行
ω 抵当証券に調達する資金貸付け．又は融資の斡旋
(3）抵当証券の保有．売買及び売買の仲介
(A) 抵当証券の登録・管理一元利金支払及び受理業務．証券保護預りお
よび担保物件の保全・管理
ω 抵当証券の裏書保証業務（信用保証業務）
(6) 内・外不動産の売買．仲介ならびに不動産管理
的保険代理
(8）不動産の鑑定評価
(9）不動産金融（及び住宅ローン）等に｜廻するコンサルテ4ング
(10）上記κ関連又は付帯する一切の事業
これからみると．会社自体が債権者として第1次的κ抵当証券を取得するの
ではないようである。抵当権者（抵当証券発行の申請人）＝債権者は建設業
者．不動産業者などの住宅供給者であり．会社自体は抵当証券発行申請の事務
を代行し．あるいは発行された抵当証券をー嚇大衆・機関投資家へ販売する窓
口となり．また白から購入するものである。したがって．抵当証券ローンの希
望者は会社又は会社指定の住宅企業等不動産会社の窓口κ申し込み．抵当証券
の購入希望者（投資家）は会社の窓口に申し込むというシステムKな宮ている
わけである（「会社案内」〉。もーとも．会社設立計画の当初においては．会
(42) 
社自体が抵当権者として抵当証券の発行を申請することも考えられており．現
在でもその必要もあると思われる。
そこで．会社の行なう抵当証券業務のしくみを図示すれば次のようになる
（抵当証券第18号 A - 5頁κよる）。
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.務申し〈み図
基本パタ－ "' 
ピルダの窓口を特約して，抵当証畢
の骨骨量び甑亮のネタトヲータとする。
???????
F骨1e 畳
（事務代行者｝抵当権者4・人・｛抵当権量定｝
｛債覇者｝
、4
・ーヲl費
放出骨ー・
（匪券売買］
発行面
｜ 発行申筒事務代行健闘 ｜ f：竃量笹券会社申性格】
これによれば．抵当証券会社は抵当証券の発行面においては「発行申請事務
代行機関」としてあらわれ．流通面Kおいては． 「証券の信用補填・売買仲介
機関」としてあらわれる。ここで証券の信用補墳というのは．指Tされて住宅
供給者が保有している抵当証券κ裏書するととにより債務者〈住宅購入者）の
信用を補完して．流通性を高めることを目的としている。
さて．抵当証券発行の具体的内容である杭設立時の計画では次のようにな
(43) 
ョてL、る。
まず抵当証券の発行条件は次のようになョている。
ω期F民 2年ないし 20年。
料金矛払設立時の金利体系を前提として．期間κ応じて．債務者利回り
は年8-9. 5 %，投資家利回りは年6-8%。
付券面金額．原則として 50万円. 1 0 0万円又はその倍額として端数
をつけなL、。
料融資限度額鑑定評価額を限度とする。
( 44) 
帥担保の十分性の立証
(j）不動産鑑定士による担保不動産の鑑定評価書を添付するとともに．
投資家の要望κ従ぃ，いつでも閲覧しうる状態におく。
(j）鑑定は原則として．会社指定不動産鑑定土2名の評価を算定の基礎
とする。
付元利金の支払時期及び場所
(j) 支払時期は原則として．元金は一括払償進金利は年2回とする。
(j）支払場所は当会社の取引銀行とする。
次κ．抵当証券の消化方法が問題となるが．計画では．証券の発行にさきだ
ち．あらかじめ各種金融機関又は一般投資家の引受数量を確保しておき．さら
に出資会社の店頭を窓口として店頭売買・大衆消化を図ることにな 9ている。
この点については．制度利用の本来の目的たる流通性にとョてきわめて重要な
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ので次のIVで再びとり上げるととになろう。
債務不履行とな9た場合κは． 「抵当証券発行に関する契約証書」にもとづ
き．債務者と協議して．立替払いをするか．又は．証券所持人から買戻すかす
る方法で．所持人を保護しようとしている。
証券の発行限度は．投資家保護という観点から資本及び資本準備金の30倍
を限度として．当初の発行取銀総額を次のように予定している。
》辛竺 第1年度 第2年度 第5年度
発行取扱総額 1 8億円 27億円 5 5億円
発行残高 1 8億円 4 5億円 1 0 0億円
こうして．日本抵当証券株式会社は昭和48年秋κ第1号の抵当証券の発行
取扱いを予定している（抵当権者は住宅産業会社である｝。その結果がどうな
るか．大蔵省としても．当面．抵当証券2社の実績を見守るという状態である
{45) 
ということである。
札上が日本抵当証券株式会社による新しい抵当証券制度利用の概要であり．
これは法伽捷時において観念されたものとはいちじるしく発行の態様を異にし
ているのである坊主今日κおけるオーソド，クスな利用方法のーっというとと
ができょう． ζれに対し．若干特殊な利用方法ι思われる坊主貸ピルの保証金
κ代えて抵当証券を利用する方法が考えられているので．補足的に紹介してお
こう。これは柳沢武夫f貸ピルの保証金に代えて．抵当証券の活用」（抵当証
券第14号2-6頁｝において紹介されているものである。
それによれば．貸ピルの建設・経営のための資金詞達方法として．①自己資
金．＠借入金．＠協力金又は保証金の5つの方法又はその併用が一般的である
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が．このうちの協力金ないし保証金を抵当証券の買取りで代替しようとするも
のである。すなわち． ピルのテナントは．保証金を提供する代りκ．ピル所有
者を債務者（抵当権設定者｝とする保証金相当の券面額の抵当証券を買い取る。
この場合．債権者は抵当証券会社であョてもよいし．直接テナントがなョても
よい（後者の場合．発行申請人はテナントである九抵当物件はもちろん貸ピ
ルである。この方法κは．とくにテナントにとョて有利な点がある．まず協力
’（46) 
金・保証金は．賃貸借契約治帯約されたときに直ちに返還されるとはかぎら示
( 47} 
次のテナントから保証金が捜供されるまで返還されないこともありうる。
とれK対し． 抵当証券購入の代金を協力金・保証金の代りとして提供す
する場合には．テナントはいつでも抵当証券を売却して現金化できる。つぎに．
テナントは保証金を銀行から調達することがあり．その際．銅ラは協力金・保
証金を担保にする（保証金返還請求権に対する質権の設定）。しかし．この担
保は．テナントがオーナーに損害を与えた場合κオーナーは協力金・保証金κ
( 48) 
対する相殺権を主張するので．十分でないとされている。抵当証券を利用
する場合κはかかる不都合が生じないことは言うまでもない。さらに協力金・
保証金は通常無担保で提供されるのであり．この点．テナントの不利治留めら
(49) 
れるが． 抵当証券矛l周の場合刷工．完全な物的担保があることは．とれま
た言うまでもない。しかも．実際の計画では利息も支払われるということであ
る。
しかしながら．この方法坊主非常κ健全かつ合理的な方法であることはいうま
でもない治主表面的には従来のオーナーの利点を否定するものであり．今後オ
ーナによョて積樹句に利用されるとは考えられない。
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IV問題点とその解決の方向
これまで述べて来た最近の抵当証券復活の機運は．しかしながら．種々の困
難Kつきあたることが予想される．とれは．抵当証券法伽鹿当時と現在の経済
環境が全く異なョていること．立法意図が現在問題となョているような住宅金
敵への利用という点には全くなかョたことを考えても明らかであろう．だから．
元来全く異なョた金融状況の中で．全く異なョた目的のために創案された抵当
証券制度品現在新たに機能するためには．それなりの環境整備．法的な手当
て（法改正〉治2必要となるのである．現在までのところ．抵当証券の発行も民
問機関が小規模に開始しはじめたにすぎず．政策上の向らかの措置沙蝶られて
いるわけではない．また具体的に予定されている発行の場合Kも．環境整備・
法改正は将来の問題として残しておき．まず実際に発行してみて様子をみてみ
ようという考えかうかがわれるのであり．予想される問題に対する対応は必ら
ずしも十分であるとは言いえない。
そこで以下．さし~た宮て現実化すると思われる問題点を指摘し．解決の方
向を示唆しておきたい．
( 1）経済環境面の整備
的抵当証券取扱機関
抵当証券取扱機関〈抵当証券会社｝設立の必要は．証券発行・管理の複雑さ
の兎服のため多くの論者によョて主張されているものであり．最近実際tc2社
の設立がなされたことは前述した通りである。ところで．取扱機闘が抵当証券
発行に関与するには2つの形態がある。一つは．債権者（抵当権者＝抵当証
券発行申請人｝と債務者の仲介をする場合であョて．取級機関は抵当権者のた
めに発行申請を代行するKすぎない。そしてまた．発行された証券に裏書保証
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して投資家に譲渡する。もう一つは．取扱機関が白から債権者（発行申請人）
となる場合である。この場合には．抵当証券会社が債務者に直接資金を融資し
て．抵当証券を担保裏書して譲渡することによョて．資金の回収をはかるとと
K在る。
住宅販売会社（債権者〉ないし住宅購入者（債務者〉の側からは次のように
なろう。まず．抵当証券を利用して住宅．土地を販売しようとする不動産会社
が抵当証券会社にその旨を申し込む。抵当証券会社は．すでに申込のあーた住
宅購入希望者κ対して．あるいは．新たに希望者を募9 て．不動産会社を仲介
し．抵当証券発行業務を行なう。この場合には．抵当証券会社は申請代行機関
となることが多いであろう。また．土地所有者杭土地を担保として住宅建設
資金を得ょうとして抵当証券会社へ申し込む場合もあろう。この場合耐え抵
当証券会社が白から債権者（抵当権者）とな 9て資金を貸し付け．住宅購入者
は．自由にその資金を使ョて住宅を建設する。会社は誼議を他κ譲渡して資金
を回収することになる。さらに．不動産販売会社と住宅購入希望者とが先に合
意して．抵当証券発行を会社にもち込むという場合も考えられよう．
いずれにせよ．取扱機関は抵当証券発行・管理に関する事務の一切を行なう
ものであり．とくκ証券の募集・引受にと宮て欠くととのできない機関となる．
また取扱機関は．いかなるものであれ．自己の扱った抵当証券につき担保裏
書をするのであ 9て．ー世の大衆投資家κ対する最終的な責任を負うことにな
り．証券の流通性を確保するためκ重要念ものと念る。
したがョて．取扱機関の限定が問題となるが．具体的には抵当証券法を改正
( 50) 
する方法，業法Kよって規制する方法が考えられている。当面．前者で十分と
思われるが．将来大量K流通すると念れほ後者。方法も必要と念ろう。
帥流通性の確保
抵当証券は裏書譲渡Kよ9て転々流通することをその特色とするものである
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から．流通性をどのように保証するかが問題となる。流通しない抵当面券は無
意味である。との点につき．抵当証券市場の全く形成されていないわ治組の現
状で．抵当証券を発行しても流通性を得られないという危険があり．抵当証券
(51) 
の積極的利用をためらわせる原因のーっとなョている。 ζれに対しては，
既存金融債の例からみて市場がなくても当事者の努力で消化できるという見方
がある。どちらの見解も十分な裏づけのあるものとは必らずしも言いえず．い
ずれにせよ．流通性を確保するためには種々の手段を考える必要がある。第ー
に．抵当証券の担保が十分であることが確保されねばならない杭制底上は．
確保されているはずのものであり．不動産鑑定K関する後K述べる若干の問題
(52) 
を除けば，さしあたっては問題が念い。また抵当証券会社が担保裏書すること
も流通性を高めることになるし，銀行が保証料をとョて裏書保証をすることに
なれば完全といえよう．
第二に抵当証券の受入れ先である治主機関投資家となるべき金融機関の財産
(54) 
運用対象とされていないことなどから． 各種共済組合．操協その他の特殊
金融機関．生保・損保会社による適法な保有を可能とする指導政必要であると
(55) 
されている。 さらK長期信用銀行K抵当証券の売買を行念わせ， そのため応
募者利回りを利付金融債のそれよりも 1ro程度高くすること．あるいは抵当証
(56) 
券に日銀の担保適格を与えるととも要望されている。
第三に．金利の陪題がある。すなわち．既存の公社債．金融債との関係にお
いて．応募者利回りをどの程度κおくかは．証券の信用度とのかね合いもあ 9
て困難な問題である。消化を高めるためには応募者利回りを高くすればよい杭
それだけ債務者利回りを押し上げることになり．通常の住宅金融の金利とのバ
ランスの問題効性ずる。その時々の金利体系を考慮した弾力的な設定を行なう
(57) 
よりほかないであるう．
第四κ．抵当証券の安全性は．抵当権と抵当証券会社の裏書保証によーて確
(58) 
保されているのでゐる札なお．公的な保証がのぞまれている。しかし．
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当面それを期待することはできず．むしる．住宅ローン保証保険の利用がすす
( 59) 
められる。
なお．機関投資家以外の一世大衆による消化の可能性はどうであろうヵ、も
ともと金融業界が抵当証券制度の利用を考えたのは．資金の流動化を図るのと
同時に．大衆の遊休資金を吸収しようとしたからでもあることは前述した通り
である。しかし．それは必らずしも容易ではなく．かつ有用でもない。すなわ
ち．後述する法律上の問題点とも調達するが．抵当証券の券面金額が数百万と
なり．ときには1千万円をこえるので．一世大衆が一人で受け入れるには高額
であり．また小額の証券に分割することも．事務処理および費用の点で不可能
でないにせよ．困難である。そこで．どうしても一通あたり数十芳円以上の単
(60) 
位とならざるをえない．前述したよう~. 実際の会社も．原則として 50 
万円． 1 0 0万円1又はその倍額としているわけである。したが9て何らかの
法的な手当をしな』、かぎり．大衆的な受け入れの可能性は少ないと言えよう。
付住宅ローン保証保険
抵当証券の発行のある住宅金融に保険を付するのは．言うまでもなく．抵当
証券の信用を補完して流通性を高めるためなのであるが．一つの問題は．保険
に付してある旨を証券面上に表示できるかどうかということである。流通性を
高めるという面からは付保の表示はのぞましいわけであり．これには 2種の可
能性が考えられている。一つは．付保の約定を不動産登記法第11 7条の「債
務ノ不履行＝因リテ生γタル損害ノ賠償＝闇スル定」めに該当するものとして．
抵当権設定登記の記載事項．したが9て抵当証券面の記載事項とする考えであ
り．もう一つは．登記とは全く無関係に損保会社が券面上κ表示する方法であ
(61) 
る。前者Kついて言えば．不登法第11 7条の損害賠償に関する定めが
（任意的｝記載事項とされるのは．債務不履行によ 9て生ずる違約金・賠償金
も担保されることになるからであり．前記のよう K第11 7条を解するのは無
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(62) 
理であろう。後者の場合も．登記簿と証券の記載内容を一致させるという
J.43) 
抵当証券法の趣官官、らみて．疑問である。法務省もこの点については消極的で
(64) 
ある。 結局． 法的Kは無理というほかなく．制度の改正の必要があろう。
というのも．抵当証券の要点は流通性にあるのだから．そのためには最大限の
法的手当てを加えるべきであり．しかも．たとえば付保の事実は．抵当証券を
保険契約書（保険証券｝を付して譲渡することによ9 て表示されうる杭かか
る面倒な手続を行わせること臥抵当証券制度本来の性質になじまないからで
(65) 
ある。
伺割賦弁済に伴う問題点
抵当証券法は本来．弁済期における金額の一括弁済を前提としているもので
ある．もちるん．中途での一部弁済の可能性は立法者も考えていたのであるが
（法第 25条多照れ債権者ないし証券所持人は．一部弁済を受領する義務は
なしただ債権者．所持人が承諾して受領した場合にのみ可能とされている｛法
制定当時における商法第48 4条一現手形法第39操第2項. 3項にあたる
(66) 
ーの準用がないため｝。 そ ζ で， 割賦弁済の特約が債権者と債務者の閣
でなされた場合κ種々の困難が生ずる〈住宅金融では．ほとんど全て割賦弁済
をなるう｝．まず．債務者が任意に弁済をしようとする場合．所持人の所在を
知らないことである．所持人が証券を呈示して一部弁済を求めて〈る場合はよ
い治主そうでない場合は．債務者はたとえ遅滞の責任を負わないとしても．常
に弁済の単備をしていなければならないという不便効性ずる．次民割賦弁済
があるとその都民所持人は金額と受領年月日を証券の裏面に記載して記名捺
印することになるが〈法第25条〉． 1 0,.. 2 0年におよぶ長期の貸付が月賦
で弁済されるような場合には．記載榔がぼう大になり．一枚の証券では足りず．
(67) 
数十頁κもおよぶζととなる． とう 7J:ると．証券が分厚いものとなるばか
りでなく．譲渡の際に．説受人が証券の残高を一見して知るととができず実際
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( 68) 
取引上非常κ不便となる。
(69) 
かかる問題については．次のような改善案が提案されている。
第ーに．はじめから債権を各割賦弁済額κ分割して．それぞれにつき抵当証
券を発行するという方法である。との方法は．各々の割賦弁済ごとに抵当証券
が債務者κ返還される点で便利と言える杭小額の証券κ分割されることによ
る事務処理の煩雑化は．かえョて避けられないであるうし． 月賦払の場合念
ど証券寸邑あたりの費用が割高となり．採算がとれ念くなる．
第二κ．抵当証券は吋邑のままにしておき．受領裏書のかわりに利礼方式を
採用することが考えられている。これは．各々の割賦弁済ごとに弁済額を記載
しtd'U札を弁済回数分だけ証券κ添付しておき．弁済の都度一片を切り取宮て
債務者に返還するやり方である点やはり月賦払の場合κ証券面が大きくなる
ことは避けられない。ただし．この方法は．一部弁済の受領があョたKもかか
わらず．所持人がその旨を証券κ記載しないままで．あるいは記載を抹消して
他に譲渡した場合κ債務者κ生ずる損害を避けることができる点で．なお考慮
(70) 
に値すると言えようか．
第三l'C:，閉じく所持人が一部弁済を受領した旨を証券に記載し念い場合のた
め．あらかじめ各々の割賦弁済額と弁済期をそれぞれ記載しておき．弁済の都
度該当個所を抹消してゆくというやり方も提案されている杭証券面が大きく
なることは現行法の方式や刑札方式と問機である。
第四κ．若手複雑な手続を要する杭一括弁済の原則はそのままKしておき．
他方において．債務者は割賦弁済をしてそれを弁済期まで積み立てておくとい
う方式がある．所持人は弁済期κ積み立てられた金額を一括して弁済してもら
(71) 
う。との方式であれば抵当証券は吋盈のみで足りるが．問題は積み立て金
の保全・管理である。抵当証券取扱機関が行なうことになるが．この場合．取
扱機関κ対する特殊の行政上の指導・監督が必要となり．前述したように．取
(72) 
扱機関の法定が必混となるう。 との方式を採った場合． 債権者が中途で，割
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賦弁済されてきた積み立て金の一部又は全部を取得するととは許されるであろう
か。常識的には取得の権限があるとも言えよう札法的Kはなお一括済という
原則は保持されており．また事務処理手続がこれ以上複雑κなることを避ける
ため．許きれないとすべきであるう。債権者は必要ならば．他に譲渡して資金
化すべきであ!J.それが抵当証券制度本来のあ夕方であろう。
（幼法律上の問題点
ω発行手続の煩雑さ
具体的には法第6条の「一定ノ期間Jの問題。さきに述べたように．この期
聞は5週間程度K短縮するととが可能であるというととであるが．さらVてそれ
以J:tc，登記の公信力の問題と関連して．法第6条自体を不要とする見解も出
されている（後述。コ））。右＝~.発行手続を簡素化するためK，柾券発行を畳記
(73) 
官の認在KよるととKすべきだという考えもあるが．法第6条を削除するとす
れば考慮K値する。
や｝畳記簿の公信力の問題
つま丸抵当証券の記載に公信力のないとと．との点についても前にふれ
た杭法は第6条によョて蘭係的公信力あるいは相対的公信力と呼ばれる特殊
な公信力を抵当証券に与えている．すなわち．登記官は．抵当証券交付の申請
を受理したときは． 「遅滞ナタ抵当証券ノ交付＝異議アラハ一定ノ期間内＝之
7申立ツベキ旨7抵当権設定者．第三取得意債務者．抵当権又ハ其ノl原位ノ
譲渡人及先順フ抽乗シタル者＝催告Jしなければならない。異議の申立事由は．
法第2条陀より担当証券の発行を架止されている事由（一．根抵当の場合．ニ．
抵当権の本畳記のない場合．三．債権の差押．仮差押の登記又は抵当権の処分
禁止もしくは抵当権を他の債権の担保とした旨の畳記のある場合．凪債権又
は抵当権に解除条件の登記がある場合．正抵当証券発行の特約のない場合｝
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のほか． f債権ノ質入．差押又ハ仮差押アリタルコト」〈法第7条第1項第2
号）． 「催告＝記載シタル事項ガ登記簿ノ記載又ハ事実ト符合セザルコトj
〈同第5号｝． f債務者ガ抵当権者ニ関γ相殺フ以テ対抗シ得ベキ債権ニシテ
其ノ弁済期ガ抵当権者ノ債権ノ弁済期以前＝到来スルモノヲ有スルコトJ（同
第A号）である。したが9て．この公信力も．実際上もっとも多く生じうるで
あろう．登記簿上の．真実でない所有者が抵当権を設定した場合κ及びえない
し．また．債権の不存在などの債権の成立の璃抗相殺以外による債権の消滅
(74} 
などの場合には．証券所持人は保護され念いことになり．その意義は．発行手
(75) 
続の複雑化l'L·~らべて疑問視されている。
もーとも．登記κ対抗力ではなく．公信力を認めようという．いわゆる「公
信力説Jに立っかぎり．証券所持人は不実登記から保護さ九証券の流通性
(76) 
も十分K高められるととK走る。
付抵当証券の分割j
被担保債権が少なくとも数百万円．多ければ数千万円にものぼるので．これ
を1通の抵当証券にしたのでは．一世の大衆投資家Kは受け入れることはでき
ない．理論的には債権を分割することにより小額の抵当証券に分割して摘すす
(77】
ることは可能であるが（不動産登記法施行規則44条ノ 16 • 6 3条ノ 3) • 
実際的で念いというととはすでK述ベ表。
件担保の十分性の確保
先に述べた杭衡の金融業者にする抵当証券の悪用に対して．昭和29年5
月tc:.抵当証券法施行細則に第21条の2が追加された。具体的削'1.不動産
(78) 
鑑定士による鑑定書であり． 「世間的に信用ある不動産鑑定機関の鑑定書J• 
あるいは複数の鑑定書が要求されるが．十分であるか否かの判断は登記官
の心証によるものとされており．複数の鑑定書が提出されても登記官の心証如
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何では却下されるのであり．この点．実務上問題であろう。解決策としては．現
行の不動産鑑定制度の信頼の上K立9て．後数の鑑定書が添付された場合κは
無保件に申請を受理するか．あらかじめ登記所ゑヰ旨名した不動産鑑定士の鍍定
書を添付させるかの方法が考えられる。
制戻裏書と混同
法は抵当証券の流通につき事移法を準用しているにかかわらず．手形法第11
条第5項が単用きれない結果．債務者が証券を取得した場合Kは．混同によョ
て証券は効力を失ない．さらに裏書譲渡することはできないというのカ鞍命l鹿
(79) (80) 
当時の通説であョた．しかし．その後との見解K疑問が提出され，現在では．
誼馨の独立性の観点から混同の＂汐 4として戻裏書Kよっても抵当証券は効力を
( 81) 
失念わ念いとするの沙←般的と走っている。
付．帥の戻裏書の問題と関連して．所有者抵当を認めるべきかどうかの問題
がある。これは．抵当証券の発行が債権者側のイニシアチプにするものとされ
る点で．不動産所有者から積極的κ利用できないという制度の欠点として問題
(82) 
とされる。 4 す念わち， ドイ：Y法にならョて所有者抵当を認めれtえ不動
産所有者は白から積極的に自己の不動産につき抵当証券を取得して．必要に応
じて他に韻渡して資金をうけることが可能となるわけである。しかし．所有者
抵当を認めることはわが国の抵当制度の根本κ関する問睡であり．慎重な考慮
を要する杭当面．不動産所有者が抵当証券会社に証券の発行による不動産の
資金化を申し込むという方法を普及させることによ宮て．不便は一応解消され
(83) 
ると恩われる。
（ぬ裏書人の責任
裏書人κ担保責任を課することから．証券の流通性を損なうということ．と
-29ー
司
くに．法第五 2条が．抵当権の不存在．目的物の滅失の場合κ．裏書人K責任
を負わせることが問題となるが．原則として投資家は無担保裏書をするので問
( 84) 
題はな』、。
的抵当権の実行（法第 30条｝
抵当証券が発行されている場合には．その実行は．弁済期経過後5ク月以内
に行わなければならず．実際上の不便が指摘されている。債務不履行の場合vc.
あるいは．弁済期到来時K無条件vc.抵当証券会社が証券を買い取るようKす
れば．投資家Kとっては何の問題も念い。
｛リ｝ その他
銀行取引実務では．金銭の貸付・交付がされてから抵当権が設定されるわけ
ではなしまず抵当権が設定されてから金銭が焚付される。抵当証券を発行す
る場合にも．現実κ金銭が債務者に引き渡される以前に申請がなされることに
なろうが．かかる場合K，抵当証券が抵当権者なり抵当証券会社などから第三
者κ譲渡される前κ．債務者に金銭が交付されることをどう保障するのかとい
(87) 
う問題も提出されている。抵当証券会社の信頼性の問題であり． との点からも
取扱機関の限定が必要とならう。皿で紹介した日本抵当証券株式会社の場合に
は．会社がつなぎ融資をすることにな9ているがこれも一つの方法である。
以上のほかにも検討を要する種々の問題があると思われる坊主大体の点につ
いて手当てをして会いて．．あとは制度の実際の運用にあたョて個々的K解決して
行くべきであろう。
? ??
V結語一抵当証券から抵当債券ヘ
以上で簡単な考察を終るが，最後K若干の感想をのベて会きたい。
言うまでもな〈，不動産｛土地）は生産手段であると同時に，資本的価値を
有し， ζの資本的価値を具体化するのが抵当権である。すなわち，土地を担保
として資金の調達を欲する者と，土地を見返りとして投資しようとする者とを
(88) 
媒介するものとして抵当制度は存する。 しかし．投資家の側からみれ
ば，投資が長期W固着するのは望ましいものではな〈，かかる場合には，投資
(89) 
自体が活発K行なわれないというととにもなる。 かくして， 抵当権
(90) 
の流通性を支えるものとして抵当権と証券の結合という方法がうみ出された。
そして．旺盛念資金需要がある限 b，それK応じて他方では→般大衆
｛引）
の遊休資金までもが投資へ導入されるよう l'C~ る。ととろで．本稿で
考察したわが抵当証券制度は，その要請されているととろのものを十分に満た
しうるものであろうか。すでに，証券発行が具体化されようとしている時期に
あたって，種H の経済的，法的諸問題の解決が凶られている。しかし，制度的
欠陥をbぎなq ても，十分K機能しうるものであるとは断言しえ念い。それは，
抵当証券K知名度が念いとともあるが．抵当証券価値が高額であるととKよる
であろう。 50万円． 1 0 0万円単位ではとても一般大衆Kは受け入れK< (,
結局機関投資家Kのみ依存せざるをえ念〈左るが．既存の各種債券と競令する
ととと在る。その場合K果たして完全念消化が可能かどうかは大いK疑問であ
る。
不動産所有者の側からみれば，抵当証券を利用するととにより，融資め途が
拡大するのは好ましいととで必ろう。従来の抵当貸付の伸び悩みが， bそら〈
は将来もあまり解消されそうもないとすれば，抵当証券の刺用は奨励されるべ
きであろう。しかし，投資家分野の拡大がみとまれないかぎり，との制度の利
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用を必らずしも確保しうるもめではない。そして，それが券面金額の高さとい
う問題K ，もし帰着するわで2ちれば，抵当債券の可能性を検討する必要があろ
う。抵当証券と抵当債券の比較検討は，単に券面金額わみならず種唱の点で必
( 92) 
要であるが，抵当債券への方向を打ち出している見解もありすでK，実際Kそ
( 93) 
のよう念動きもみられるようである。
〈附言己 注（4 2）κ関して〉
本稿脱稿後に筆者が知りえたのであるが，実際に発行された抵当証券Kかい
ては，債権者＝抵当権者は，「日本抵当証券株式銅土」だというととで》る。
〈附記 「V ，結語J~関して〉
とれも本稿脱稿後K知ったととであるが，金融制度調査委員会わ答申κない
ては，抵当債券利用の方向Kついて積極的である主うである。筆者は未だとの答申
争詳しく検討してをいので．「 V，結語」の部分は手を加えず．後日．あらた
めて論ずる機会をもちたいと考える。
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註( 1) F昭和48年版建設白書.Jl111-112頁。
(2) もちろん，本稿では住宅金融公庫などKよる公的な住宅金触は考察の対
象からはずしている。
(3）前掲 F建設白書』 11 9頁。
(4）阿達哲雄， F入門・消費者金融」 10 6頁，早JI和男・和田八束.ilt川
桂治繍， r住宅問題入r,213-21s頁， r住宅問題講座4・住宅経済』
（木下準之助） 2 2 5頁。
(5) 前掲 r建設白書」 118-119頁参照o
(6）住宅金融への抵当証券わ剰用は昭和45年頃論議され． それは． 具
体的には民間住宅金融専門会社の話となって島らわれたが，帯び最近陀なq て
とり~げられている。たとえば昭和4 5年5月21日付の読売新聞は，「関心
高まる抵当証券」として，日本不動産証券がテスト・タースとして建て売り住
宅を抵当証券つきで売り出したととを報じ，同じ〈，同年8月23日の競売は，
大和銀行が住宅融資の資金調達κ年内に抵当証券を発行する予定で;l-ると報じ，
きらκ同年10月 13日付競売は，富士銀行の発行申請K対し大蔵省が認可す
る方針で怠ると報じている。また同年9月5日付の日刊j工業も都市銀行，長期
信用銀行による抵当証券会社設立の動きがあるとしている。最近では，昭和4
7年 10月9日付め朝日は，大蔵省が抵当証券の利用を考えているとし，また
昭和48年 1月4日付日経も建設省が抵当証券制度の活用や検討し始めたと報
じてν当る。
(7) r注釈民法(9, （柚木馨・小脇ー海） 2 9 3頁o
(8）我妻栄． r新首担保物侮法』 58 9頁， r民事法学辞典（上巻）』 ｛水
島広雄） 1 4 0 9頁等。
（？）吉田島泰輔「抵当証券の菜り Uリ」抵当証券9号 13頁oとの公信力
は，古〈は関係的公信刀とよばれていたが．（たとえば堀武芳 r抵当証券法釈義』
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8 1頁），最近では相対的公信力とよばれている（渡部順平「抵当証券の理論
と実際』 10 5頁）。
同渡部前掲94頁，柳沢武夫「抵当証券のあらましJ抵当証券 19号117 
頁， r日本勧業銀行史』 502-503頁。
加） 日本不動産協会とは，日本銀行，日本勧業銀行，朝鮮銀行，台湾銀行，
北海道拓殖銀行，東京府農工銀行，東洋拓殖株式会社などの当時の特殊銀行を
はじめとして，信託会社，保険会社，不動産会社κよって昭和5年に組織され
た団体である（堀前｜掲29頁，「日本勧業銀行史』 50 5頁）。
h2) 堀前掲39 -4 0頁。建議書わ全文については，同書40 -4 1頁令み
よ。
同荒川五郎「新制不動産抵当証券法解釈』 15頁
~4) 抵当証券の発行実績については抵当証券 5号 1 4頁をみよ。
同以下の整理は主として，田辺幸雄「住宅金融と抵当証券」金融法務事
情58 9号6頁以下による。なな， r日本勧業銀行史』 50 9頁もみよ。
。 田辺前掲6頁0
0方すなわち，との点についての政府委員の衆議院委員会~$－ける発言は次
の通りである（荒川前掲21 -2 2頁）。
小川政府委員 「本法は始めての試みなので，登記官更が之に習熟しなけれ
ばいけな凶わで，大事を踏んで先づ都会から始めたわである。勿論本法が都会
κ限っているのでなく，何れ田舎にも及ぼすつもりであるので， 順序を踏ん
で誤なきを期した迄である。」
長島政府委員 「元来不動産K付いては，登記と言ふ制度を長〈行q て来て
いるのを，今度は幾分登記制度を離れて抵当証券が有価証券的κ融通するので
ある。而して抵当証券は登記官吏が全責任を負ふて出すのであるから何Kか間
違が起ることを私たちは非常κ怖れ，実施区域を大体市街地にしたいと思って
いるのである。市街地は全部区裁判所の所在地か文は近接地だから判事が直接
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監督出来る範囲内にあり安心なので今回は市街地K止め農村Kは漸次之を行ふと
と言ふ風Kしたいと思っているのである。」
同荒川前掲52頁o
糊渡部順平・鈴木正和・田辺幸雄・柏本芳郎・石井真司（座談会） 「住宅
ロ－ .Yと抵当証券わ活用J，銀側究49 2号21頁（石井発言）。
帥渡部まか前掲鹿談会27-28頁｛渡部発言）。
制渡部前掲10 7頁。
同渡部前掲111-112頁o
伺 「臼；本勧業銀行史』 50 9頁。
帥田辺前掲6頁，篠塚昭次「抵当証券制度の再検討J，金融法務事情60 
2号4頁，渡部願平「わが国ゎ抵当証券につ凶てJ，抵当証券創刊号9頁o
岡安田元三「住宅金融と抵当証券」，銀行研究49 2号14頁。
f24安田前掲14 -1 5頁，渡部願平「わが国抵当証券法ゎ具体的活用花関
する提言」抵当証券4号6-7頁。
~7) 渡部前掲論文7 頁，同 r抵当証券の理論と実際』 1 0 2頁，安田前掲15
頁oただし， r日本勧業銀行史」 579-580頁もみよ。なな，渡部前掲書
κ寄せた我妻教授の序の中で次のようなエピソードが紹介されているので引用
して会きたい。
「昭和6年8月1日，抵当証券法が施行される日K ，抵当証券の発行権限を
与えられた登記所は，民事局の通還を壁K掲げ，てぐすね引いて待ち構えたが，
申請は一件もなかった．と伝えられたときに，研究室で，未弘先生が私たちに
説明された。抵当証券の発行を申請するのは，不良貸付をした地方銀行という
ととになるだろう。それを勧銀κ割り引いてもらう念どというととは， 地方銀行と
してはやれるととではない。勧業K甲 4クされるζとがζわいからだ。勧銀だ
って，抵当不動産め価額がどれだけあるか確認しえないのに割り事｜〈という手
はあるまい。もーとも，政府がどうしても焦げ付き資金の流動化をはかろうと
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するなら，勧銀に対して損失補償をするんだね。ぞうすれば制度は滑り出す。
との潤滑油がなければだめだよ。」 ( 3頁）。
制渡部前掲書32頁，金融法務事情59 6号45頁。なb ，当時法務省で
は廃止案も用意していたという ζとである（渡部！原平「わが国の抵当証券に
ついて」，抵当証券創刊号10頁）。
金効田辺前掲4頁0
e;o荒和雄「消費者ローYの話』 16 5頁，そわほか，抵当証券であるため，
保有していても融資規制の対象からはずされるという ζとも指摘されている
（前掲渡部ほか座談会18頁，鈴木発言）。
~1）荒前掲 1 6 5貰。
同抵当証券7号9頁。
同現在のととろ，住宅金融専門会社として，三和銀行，三井銀行，協和銀
行などZc Bグループの出資する日本住宅金融株式会社，第一勧業銀行，富士
銀行，三菱銀行などUCカード・グループの出資する株式会社住宅ローン・サ
ービス，信託銀行7社が中心となっている住宅総合セ Yター株式会社，相互銀
行72行の共同出資Uてよる相銀住宅ロー：／ .センターめ4社が設立されていゐ
同前注.（6）の各新聞台よ碕自掲金融法務事情59 6号21頁をみよ。
倒堀正典「日本の住宅金融専門会社とその業務の内容K合、て（そのこ）J
抵当証券4号 24頁以下参照。
同社団法人日本抵当証券協会 r協会のし ~I).昭和48年版（第2版）
5頁。
制たとえば，我妻前掲序5頁，篠塚前掲4頁，田辺前掲8頁。
倒抵当証券 18号5頁。
倒前掲渡部ほか座談会25頁（相木発言）。
附抵当証券24号 12頁。
制 なな，抵当証券22号6頁以下も重量照せよ。
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同 「会社案内」によれば，業務として「抵当証券発行申請小手続代行Jと
なっているが2会社設立以前の資料でをる抵当証券 18号7頁の「会社概要
（抄） J Kよれば，「抵当証券発行の申請，管理ならびKとれらK関する資金
の貸付，または資金の貸借の媒介Jとなっているほか，日本抵当証券協会の機
関誌である抵当証券花会いても，しばしば，会社自体が債権者（抵当権者〉陀
なる旨が示唆されている。
同抵当証券22号7貰による。
同前述した抵当証券法施行細則第21条の2tr対応する錆置である。
陶抵当世：券24号12 頁。なb是近tc~ける抵当証券発行の実例について
は，渡部前掲書 13 -1 4頁をみよ。
附谷口知平「貸ピル建設協力金契約」 （契約法大系E所収） 408-415
頁の約款例を参照。
倒柳沢本文前掲5頁。
同柳沢前掲4頁。
附谷口前掲41 6頁o
制渡鮒掲16 1頁。
6申たとえば，手形研究16 5号63頁参照。
倒渡部前掲書70貰。
倒篠塚前掲6頁。もちろん，地価の急激な暴落という ζとも考えられない
とともないが，とれは伽句担保一般の問題・で~り，やむをえないと言えよう。
E>4手形研究18 6号5頁o
M 渡部前掲書 16 2頁o
倒渡部前掲書16 2頁o
伺手形研究16 5号63頁，影島利邦「抵当証券法に関するー考察」，商
事法務研究54 1号？頁。
倒前掲初悔注個所をみよ。
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倒渡部！願平「「住宅ロー Y保険の構想』の保険制度K抵当証券を加えると
とUてついて（続）」抵当証券8号13頁以下。
ω渡部前掲書 11 3頁。
制渡部前掲書 12 4頁。
向幾代通「不動産登記法［新版〕」 26 2頁参照。
同堀前掲18 3頁，荒川前掲88頁以下，高村寿恵雄 F新制抵当証券法釈
義』 0 2 0 0頁。
倒抵当証券 15号5頁。
~~ もっとも，とうは言っても，とれが不動産の権寿lj関係者ド公示する方法と
しての登記制度にたじまないものであるというととは，な訟法的な問題点とし
て残るで易ろう（抵当証兼15号5頁）。
!S6) 堀前掲20 5頁。ただし， ζの説明は，現行法わ下では疑問である（手
形法第40条参照）。
制森野祥一「抵当証券の流通性を高めるための私案J，抵当証券20号9
頁。
倒森野前掲 10頁。
倒森野前掲8頁以下tr:よるo
。。法第25条についてのとの危棋は，当初から問題とされていた．荒川｜前
掲 12 0頁以下，堀前掲203-204頁。
v1l とれは，ある意味て法第25条の脱法行為であると言える。
伺渡部前掲書 16 1頁。
同渡部前掲書 16 1頁。
同我妻栄・滑水誠 r判例コ Y メンタールE，担保物権法』 25 3頁。
vs渡部順平「抵当証券法の内容と抵当証券制度の欠陥Kついて｛二〉」抵
当証券10号 10頁，同前掲書41頁。
同篠塚前掲4-5頁，同「不動産法の常識』 （上） 1 1 8頁以下。
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阿古田島泰鞠「抵当証券法の察り（三）」抵当証券4号 17 -1 8頁，篠
塚前掲「抵当証券制度の再検討」 6頁。
同渡部前掲書32真。
同堀前掲17 3頁，高村前掲15 3頁，奥野健一「抵当証券の性質に関す
る惹干の考察」，法曹会雑誌？巻 12号9-1 0頁。
側我妻栄「新訂担保物権法JI 5 9 0頁， F注釈民出9).1 （柚木馨・小脇ー
海.2 9 3頁，柚木馨，高木多喜男「担保物権法〔新版〕』 51 7頁。
制末弘厳太郎「所有者抵当K関する多少の考察」，民法雑記帳（上） 2 8 9 
-290頁，渡部前掲書12頁念よび63頁。
倒渡部前掲書 10 6頁。
倒渡部前掲書 10 7頁。
制渡部前掲書 111-112頁。
倒我妻・清水前掲25 4頁o
e6l渡部前掲書58頁，前掲渡部ほか座談会29頁（渡部発言），抵当証券
1 8号8頁。
制渡輔白掲書・我妻栄序7頁。
El8）我妻栄「近代法Ki.'-ける債権の優越的地位』 87頁，石田文次郎「抵当
証券法の発達」，法学芳l報39巻4号2頁。
f39）石目前掲4頁。
同様悌次「抵当権わ流通（一）」民商法雑誌33巻5号 25頁。
例我妻前掲書88頁，石田前掲4頁。
倒伊東盛「抵当証券と抵当債券J 抵当証券 12号 18頁o
伺昭和48年9月20日付朝日新聞は，民陶の住宅金融会社に対し，大蔵
省が抵当債券の発行を認める意向を固めたと報じている。
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第二部 民間住宅金融の伸長と消費者の
法的保護の問題
一「住宅ローンj取引を中心にしてー
（島田和夫）
I .序論
民間金融機関による個人向けの「住宅ローγ 」は，とと数年著しい伸長を示
している。 ζの点を，日本銀行の発表した統書1’U亡従ってみてみると｛別表参照）．
全国銀行の「住宅ローシ」の貸出残高は，昭和43年末には2.7 5 4億円であ
ったのが，昭和48年6月末tては2兆5.24 0億円に増加し，ほ』言及 2倍とな
ってbり，「住宅ロー γ」貸出残高の金貸出残高K占める構成比も， 0.8 0%. 
から， 3.4 0 %vr.なっている。と Oc，昭和48年6月末では前年同期κ比べ，
実κ残高で2倍という驚異的ともいうべき伸びを示している。とのような「住
宅ローン」 の資金需要を旺盛にしているものは，まず所得の上昇をはるかに
上まわる，地価，建築費の暴騰で怠るが，政府の住宅政策t'Ci.'-ける民間自力建
(2) （劫
設への依存（いわゆる「持家主義」の推進〉，民間金融機関の「大衆化路線」
（心
(!( :i>~ける「住宅ロ－；／ j の拡大．さら（！（.住宅産業の発展Kよる，商品
としての宅地，住宅を売りさば〈ための購売力指強の必要などが，「住宅ロー
(5) 
ン」伸長の諸要因となっている。
他面，とのような「住宅ローン」の伸長は，消費者保護の問題を生じさぜず
W:.i>'-かない。というのは，「住宅ローン」の伸長は， まずもって．消費
者と金融機関の接触わ機会が拡大するととを意味し，との点，「住宅ローン」
取引が，経済的K弱者であり，かっ，金融取引に不慣れな消費者と経済的κ強
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者であり，かっ，取引条件す一方的K決定するζとができる金融機関との取引
であるだけに，消費者を保護するための特男I！の措置が必要と在ってくる。同種の
問題は，「住宅ロ－／j{IL限らず，個人と企業との取引全般についていえると
とだが，とりわけ「住宅ロー γ」については，消費者Kとって取引金額の高額
性なよび取引期聞の長期性の故に，問顛は一層深刻念ものと左る。をた，
「住宅ローン」の伸長は，とりもなb さず，「住宅ローYJ利用者の拡大を意
味し，との限りで，消費者保護の問題が， より社会的Kをるといいえよう。
本稿は．との「住宅ローン J取引令めぐる消費者保護の問題を，「住宅
ロー ンjが．すぐれて法的＊・契約という手段を通じて行なわれるととに着目して，
「住宅ロ－／J取引かめぐる法的保護の問題として取り扱う。現在，「住宅
ロー γJ~てついて．消費者保護のための特別の法的措置はとられていない。ぞ
ればかりか，「住宅ローγ 」を，規制する特別の法律は皆無Kちかし
原則的Uては，民商法Vてよって規制されている。しかし，実際には，金融機関
がみずから契約条項を定める「約定書Jとよばれるいわゆる「普通取引約款」
が存在してなり，とれによって「住宅ロー γ」は，規律されているoとれが現
状であるが，内閣ゎ諮問機関である 国民生活審議会は，昭和48年2月27 
日K ，「住宅ローン」を含む金融機関わ「消費者ローンJI'てついて．消費者保護
め立法措置をとるべきととを答申している。筆者の問題関心は，「住宅ローン」
取引をめぐる，消費者の法的保護は，いかvc~ るべきか，さらに，現在の社会
構造上，真の消費者の法的保議は》りうるわか，ないとするならば法学者はな
Kをすべきかという問題K回答を与えるととで去る。しかし，本稿では， ζの
よう左問題K対して全面的K回答を与えてい念い。それは，本稿の読者が必ず
しも法律学者では左いので，法学上のとまか左議論より，問題の所在を示すと
との方が適切であろうと考えられるからである。
つまり．本稿は，さきKのべた問題を解き明かす前提作業として． 「住宅ロ
ーンJをめぐる消費者の法的保護の問題をとりまく状況を整序してがとうとす
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るものであり， 「住宅ローン」取引をめぐる，消費者保護法の去るべき
姿を求めて，国民生活審議会の答申を素材としながら若干の検討を行念うとと
を目的としている。
とのような概略的で． 前提的友作業も． 現在の法律学，とりわけ筆者が問
題にしようとしている私法の領域での対応の会〈れという研究状況守顧慮する
(6) 
ならば，現在の問題状況わ整序というかぎbで，法律学Kとっても，い〈ば〈
かの意義があるのではないかと思われる。
本稿は， Eで，「住宅ロー 'lJの実態が紹介され，ぞれをめぐる法わ現状が
分析され，若干め問題点が指摘される。 Eで，「住宅ローン」を含む消費者ロ
ーγ念めぐる消費聖者保護について国民生活審議会が行なった答申が紹介され，
検討がなされる。
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（別表） 全国銀行（信託勘定を含む〉業種別貸出残高 （単位：億円，%）
日召和44年6月末 昭和45年6月末 断日46年6月末 昭和47年6月末 擁~日 4 8年6月末
残高 構茨比！「河畑同び其月削！リ町j率申 残高 問襲警残高 構成比奇び購率 残高 構船七 議び帯率残高 構成b対時び前榊年率
製 造 業 161,511 46.85 16.43 185.585 46.12 1491 223.418 46.03 2039 256201 4284 1467 288915 3887 1277 
商 業 93,410 27.10 17.06 108,116 26B7 1574 125703 2590 1627 151883 25.40 2083 185964 2502 2244 
建 三E又ハ， 業 15051 437 14.63 17.585 437 16.84 21.810 4.49 24.03 31.136 521 4276 43,396 584 玉虫.38
lhH品
明，う販ち住売宅業割、J (609) ~.10) 。8.1め 。22) (023) (51.40) 0.320) (021) (43.1乃 {2203) (03乃 (6689 C1.584) (035) (17.29) 
不動産業 13,253 384 28.86 17.259 429 3023 22573 465 30.79 38,132 638 6893 58,205 7.83 5264 
個人住宅ローン 2.754 OBO 74.41 4949 123 79.70 7.826 1.61 58.13 12251 205 565< 25240 340 10602 
貸出残高合計 344.737 10000 17.06 402.420 100.00 16.73 485359 100.00 20.61 598β61 100.00 2322 743.290 10000 24.28 
〔注〕 ( 1旧本銀行統計局「経済統計月報Jrteよるo
(2）信託銀行の対不動産業貸出には，住宅公団向け貸出約2.34 2億円を含む（48-3末）。
B f住宅ローン J取引とそれをめぐる法の現状
ζとでは，「住宅ローY 」が現行法上いかなる取扱いをうけているかをみて
みるととにする。そのまえK，「住宅ロ－ 'l」の伸長め実態K ，簡単Kふれてな
くととにしよう。
{7) 
(1) 「住宅ローン」取引の実態
(1) 「住宅ロー ンJ取引の変選
さきにのべたように，「住宅ローンJの驚異的な伸長の主たる要因は，所得
を大巾に上まわる地価・建築費の暴騰にあると考えられるが，民間金融機関め
いわゆる「大衆化路線」の推進という現象もみのがすζ とはできない。つまり
わが国では，金融機関は，伝統的に生産者との取引を主としてきたが，昭和35
年世てなると，消費者とZ激引に注目L，「金融機関の大衆化」がとなえられるよタ
になる。まず，自動車購入資金の供与を目的とした「オート・ローンJが出現し
た。 ζれが，「住宅ローン」もそのひとつである金融機関の「消費者ローンJの
嚇失である。ただ当初の「金融機関の大衆化」政策ないし除「消費者ローンJ
の推進は，ぞれ自体が金融機闘の資金運用を白的としたものではな〈，企業か
らの旺盛な資金需要W応じるための資金吸収策として位置づけられる，大衆
から吸収する預金額拡大の一手段で＆った。 ζの時期Kは，まだ，現在＆る
ような「住宅ローγ」は登場して会らず，住宅建設を目的とした「白的預金」
があったKすぎない。いわゆる「住宅ローγJが登場したのは，もう少し後で
去る。つまり，昭和38年4月κ，提携方式（後述）の「住宅ロー ，...Jが出現
した。しかし，「住宅ロー γ」が活発化するのは，昭和40年の不況を契機と
してそれ以降であり，と＜ tL昭和46年以降，折からの超金融緩和も手伝って
金融機関が，「住宅ローン」の推進κ積極的にのりだして来，提携方式のみな
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らず，非提提携方式（後述）わ「住宅ローγ」も登場して〈る。とわ時期Kな
ると，「住宅ロ－：／Jは，当初ゎょう tr，たんなる大衆からわ資金吸収手段と
してでな〈，銀行め資金運用手段としての性格をも有して〈るようになるoと
のような「住宅ローンjの伸多のー鵡を数字てチ示すと，全国銀行と相互銀行の
「住宅ローン」の貸出残高が昭和40年末の40 0億から48年6月末κは2
兆5240億円へ60倍以上K拡大してbり，「住宅ローン」の急速な伸長が
理解できる。また，「消費者ロー：／Jわうち「住宅ローγ」の占める構成比
（貸出残高の）をみるk，「住宅ローン」は，昭和40年末では，全国銀行で
4 9.2%，相互銀行で49.8%であったのが，昭和47年6月Kは，全国銀行
で， 7吸2%，相互銀行で76.0 %となり，「住宅ロー ：.－＇ jが「消費者ローン」
のうちで主要なものになっているととが理解される。
とのような「住宅ローy 」の急速な伸長ゎひとつの要因として，「住宅ロー
y」の環境整備，貸出条件の緩和が＆げられる。昭和47年7月Wは，c貸付
限度額ゎ大幅拡大（ 1,000万→2～5,00 0万円〉，＠洋収，担保物件等陀
よる貸付制限の緩和，＠貸付金利の引下げと貸出期聞の延長（都市銀行の
非提携方式の場合，最長貸付期間11年ないしは15年，年剰9.84今仕→20 
年，年利呪0%），さらκ非提携方式Kついては，＠資金貸付の前提条件であ
った，預金，信託，金融債の積立，購入条件の撤廃（「即時型Jとよばれる。
後述），＠「住宅ローY保証保険J(Cこれは，保険契約者たるローY剰用者が
「住宅ロー γ」契約に定められる債務を履行しないときに，債権者で去り，被
保険者で＆る金融機関め蒙る損害を補填する保険〉の創設に伴う，同保険者r付
するととκよる連帯保証人の不要化，などκよって，大巾の条件緩和がなされ
た。（8)
また，制度的Kも，「住宅ローYjK対する優遇措置がとられるようになー
た。昭和43年1月Kは，「住宅貯蓄控除制度Jが発足した（との制度は，昭
和42年租税特別措置法の改正κより，立法化され，昭幸1:44年度の税情l政正
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によりさらに改正されたものだが，個人の持家促進を目的として個人が住宅金
融公庫や民間金融機関との聞に締結する住宅貯蓄契約K:i=I-いて，一定の要件を
具えたものについて，年間積立額の4%相当額（ただし， 2万円限皮）をその
年分の所得税から確定申告の段階で所得税額から鐙除するもの）。
さらに，昭和46年Kは，住宅資金供給をより効果的tてするため，わが国初
の住宅金融専門会社効都市銀行守中心κ設立され，「住宅ローンJ拡充に一定
め倒防果Lている （昭和49年1月現在， 4行存在する）。
（却 「住宅ローン」取引の現状
さき Kみたように「住宅ロ－ :YJは，比較的短期間にかなりの変遷をたどー
てきたといえよラ。 ζとでは．現在の「住宅ローン」取引のし〈みを簡単に
みてj:,-＜とと忙しよう。
現在「住宅ローγ」を扱っている民間金融機関Kは，都市銀行，地方銀行，
信託銀行，長期信用銀行，相互銀行，信用金庫，労働金庫，農業協同組合，さ
らには前述の「住宅金融専門会社Jが去る。また，生命保険会社，「住宅デペ
Cl ~パーJ なども「住宅ロー ;:I'Jを扱っている。
「住宅ローン」のラち主要なもの，と〈に都市銀行のそれKついてみると，
次のように大原｜するζ とができる。
? ???
??
??
??
』
?、
提携方式の「住宅ロー .：.－jとは，一般κは金融機関と提携先不動産会社との
間K提携契約が締結され，提携先め販売する土地・建物の購入資金を提携先の
保証eてもとづいて金融機関が買主で~る消費者K融資するものである。との燭
合には，融資条件はそれぞれの提携先との聞で決定されるので，融資条件は
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異なりうる。摂携先不動産会社の保証は，金融機関との聞での包括的保証契約
によってなされるか，または，保証力に限界わある不動産会社が提携先で会る
場合Kは，前述わ「住宅ローン保証保険」を罪lj用してなされる。
とわほか，提携ローγUでは，企業め従業員F持家を促進するため，金融機関
と企業が提携し，従業員の，金融機関からの借り入れを企業があっせん．保証
す為方式もある。
非提携方式「住宅ローンJ~ては，「一般コ・~J と「減税コース」の二種があ
る。 「一般コース」には，きらK預金わ預入れや積立てを条件とする「積立て
型」と預金を前提としない「即時型」 （とれは，昭和47年に登場した）とが
ある。 「減税コース」とは，前述の「住宅購入貯蓄控除制度」を矛lj用するもわ
で，住宅を購入する目的で5年以上預金を積立てると年間積立額の4%相当額
（最高2万円）までを，その年の所得税額から控除するものである。
とのような各種「住宅ロー：／Jの「取引条件」を表にしたものが，書店1図
（昭和47年7月末現在）である。とれによれば，貸出金額は，最高4000万
円まで，貸付期聞は最長L5年まで可能であり，か九年間返済額も年収の勺
まで可能である。こわととは消費者κとってはかなりの住宅資金者r長期にわた
って借用できるととを意味するが，他面，住宅資金を借りうけた消費者が，長
期的K ，かなりの負担を負いつづけるととになる。極端な場合κは，いわゆる
「債務奴隷」になるととさえありうる。最近の資料Kよると，家計支出のうち。）
住宅ローンの返済額がかなりの伸びを示していや。
さいどに，「住宅ロー：／Jの利用消費者は，一定め収入階層陀属するもので
( 10) 
あるととに注意されたい。との ζ とは． 「住宅ローンJをめぐる消費者保
護の問題が，すべての消費者にかかわる問題でないζとを意味する。
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第 1図
住宅ローンの条件一覧
｛昭和U年7月末H現在）
金風機関 費量使途 貸出金． 貸出m岡・金利 担保・傑置 そ の他（生保付）
都市銀行 撞揚 提梅先序鋤量 却方向 1-5年年利 8.締% 提携先的包括保E
(I・行） 金社両厩売す 6-10年 8.70% 
る土地・住宅 4,00・万円 11-20年 ’－”% 
専属入費量
非健携 土地・住宅等 50万円 1-5年年利札制%（担保） 費出物件 預金量件なL,
． 入資金 6～JO年 8.70% 住宅ロー ン付預金
2,00・万円 IHIO卑 ’”ヂ。 (I人） をしている場骨、
③住宅ロー ン 量制同年利・．務
保証保険 程度低〈なる． 
③保証人不要
信託銀行 提携 提携先不動車 50万円 I －~事年利 9.12% 提備先町包括保Ii
(7祉） 全社内原売す
晶土地・住宅 Z.000万円
事鴫入貴金
＃縄.土地・住宅事 50万円 1-20年年利 ι胸%（担保） 貸出物件 信託条件なし．
賜入資金 住宅ロー ン付信託
2,0”万円 (I人） をしてい晶場合、
②住宅ロー ン 量測は低〈なる．
＠凋保畢匡保人不険要
長期信用 提携 健楊先不動産 50万円以上 1-20年年利弘ω% 提場先的包情保亘
銀行 全社内販売す
(2行） る土地・住宅
専属入費量
非提携 土地・住宅事 50万円以上 1-20年年明18.“% （担保） 費出物件 債券．入量件なし．
． 入費量 債券を.入してい
8.88% (IA) る場合、金利拙低
喧H主宅ロー ン 〈なる． 
保証保険
＠牒証人不要
住宅壷歯 土地・住宅事 最高 5,000 1～JO年年事lj9.絹%（担保） 費出物件 預金等向条件H.
専門全社 .入費量 万円 I～お年 9.84% （保IE} 保証人不要
(4社｝
0貸出限度額：取得物件（土地・建物等）、担保物件の範囲内で、かつ、年間返済額が
年収の%以内であること。
。返済方法：：定利均等償還方式および6ヵ月毎の増額返済方式の併用。
（北原道貫編「図説日本の金融J1 6 5 pょ!J) 
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(3) 「住宅ローンJ取引における消費者の立場
では，消費者は，「住宅ロー：：／J取引I'(沿いてどのような立場K台かれてい
るのか，どのような法律関係のなかにかかれているわか。
提携方式の「住宅ロー 'YJわ場合Uては，金融機関，提携先不動産会社，消費
者のいわば三面取引になり，取引の手続も複雑となるので，ここでは詳しくは
述べないが，乙の取引にあっては，消費者と直接取引する窓口となるれは提携
先弓守動産会社で~ると k ，換言すれば，消費者ーは金融機関とは直接K接触しな
いととを指摘してな〈（ただし，融資契約の当事者は，消費者と金融機関であ
(11) 
るo第2凶（1）を参照）。
非提携方式の「住宅ローン」の場合を取り上げて検討してb くと，との場合
間主，消費者の「住宅ローン」剰用希望が表明されると，金融機関は，独自κ
消費者の信用状態の調査を行ない，自行の定める融資条件Kかなうかを判断し，
融資するか否かを決定する。融資効屯た定すると消費者と金融機関との間κ融資
契約（＝金銭消費貸借契約）が結ばれる。との融資契約の一例が，第2図
である（実際Kは，第2図のもののほか，担保に関する契約がなされるがとと
では省略。）ととて守主意すべきは，第2図Vてみられるように，金融機関K主唱
て，一方的κ決定され，その契約条項が不動文字に主って印刷されてbり，消
費者は，たんK署名して，金融機関κ「差入れるjだけである。つまり，消費
者は相手方当事者である，金融機関が定める一方的契約条項を，そのまま承諾
するしかないのである。さもなければ融資がうけられない。とのような契約は
実務上， 「約定書Jとよばれ，また一般的K，「普通取引約款」とか「附合契
約」といわれるもので旬近代法の描く契約像．つま b対等自由念当事者
による，合意という契約像からは，ほどとbいものである。とのような現実が
あるからとそ，取引VC:l."-ける消費者の保護の措置が，必要と念ってくるといえ
る。
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第 2 図（ 1 ) 
［銀行の鑓携ローン契約書のー卸
[IT 金員借用証書
昭和年月日
様式会社 ××銀行御中
住所一－－－一一・…一一
償弱者一…・・・・・・－・・ ~－－~J 
住所一“一一一一…一一…一一一・……・・1’”・＼
2 ・
連帯保証人一一一一一一一一一一一－－込.：三
〈以下，保証人または保証会社という〉の保証に基づき，貴行から借入を受
けるについては，下記の各項を確約いたします．
〈借入要項〉
第1粂私は貴行から次の要項により金銭を借り受けました。
(1) 借用金額金
ω資金使途
伺｝最侵償還期限 昭和 年 月 日
14) .還方訟昭和年月よP昭和年月まで毎月 日に金 円宛〈た
だし毎年 月 日は金 円宛増額〉分割して償還し，期限に残額完
済します．
｛母利 率 ただし．企画直情勢の変化その他相当の事由がある場合には．貴行
において一般に行なわれる温度のものに変更されても具曾ありません．利息の計
算については. 1年を舗S日とする日制計算によるものとします．
（的利息支払湖 毎月 日を利息支払期日とし．昭和 年 月 日に借入日から当核期日
までの分量．以後の利息支払期日に前利息支払期日の翌日から当該期日までの分
を後払いします．
m締 約∞貴行における私名量島 預金口座《口座番号ぬ 〉から第6項に定
（借入金の処理〉
める各約定弁済日（休日の場合は翌営察日〉に当敵約定弁済額を払い出し．本債
務の弁済に充当してください．当該口座の残高が弁済金額に足らない場合は，直
ちに不足積を入金してお支払いたします．この支払の手続については．普通預金
規定または当座勘定約定書の規定にかかわらず．普通預金傭求書の宛行または当
鹿小切手の毎出をいたしません．なお．との方法lとより貴行で取扱いのうえは，
これにより生ずる一切の責任は私が負担し．貴行にど量！I&をかけません．
“） との契約による償2曹の贋行が遅延した場合には，弁務すベ者金額に対し年145¥
の割合の遅延損害金を支払います．との支払手続については．本項＂＇に噂じてお
取扱い〈ださい．
鯵2条私lま借入金の中から を貴行における の預金口座へ
担量り込むことを貴行に委任します。
〈期限の利益の喪失〉
第3条①私が次の各号の一つにでも該当した場合は，貴行から通知，骨量告等がな〈ても
この契約による一切の債務について当然期限の利益を失い，直ちに債務を弁済いたします。
ω貴行に対する債務の一つでも鰐限に弁済しなか勺たとき．
｛幻仮差押， S豊押もし〈は鏡売の申碕まだは破産，京滋開始等の申立があ弔たとき．
(3）租税・公課を滞納して督促を受けたときは．または，保全差押を受けたとき．
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(4）支払を停止したとき。
(5）手形交換所の取引停止処分があったとき。
②次の各場合には，貴行の請求によって貴行に対する一切の債務の期限の利益を失い， i:
ちに債務を弁済いたします。
(1）私が貴行との一切の取引約定の一つにでも違皮したとき．
(2）その他の債権保全のため必要と認められるとき。
〈遅延損害金）
第4条前条により貴行に対する債務が期限の利益を失勺たときは，その翌日から完済に至
るまで当該債務に対し年14%の割合で遅延損害金を支払います。
（差引計算）
第5条①期限の到来または第3条によラてこの契約による債務を弁済しなければならな
い場合には，その債務と私の諸預け金その他の債償とを，期限のいかんにかかわらず貴行
は相殺することができます．
②前項の相殺ができる場合には，貴行は事前の通知およひ方淀の手続を省略し，私にかわ
り諸預け金の払戻しを受け，この契約による債務の弁済に充当することもできます．
③前2項によって差引計算をする場合，債権・債務の利息，鎖害金等の計算については，
その期聞を計算実行の日までとし，利率は貴行の定めによります。
〈届出事項の変更〉
第6条①住所・氏名・印章・職業その他届出事項に変更のあ，たときは，直ちに・面に
よ勺て届出をします。
②前項の届出を怠ったために貴行からなされた通知または送付された書類等が延着し，ま
たは到着しなかった場合には，通常到着すべき時に到津したものとされても異議はありま
せん。
〈危険負担〉
第7条 この契約に基づ〈諸取引に関して私名義で提出した手形・証書等の印影を，この契
約証書に押捺された印鑑または私の届け出た印鑑に相当の注意をもって照合し，相違ない
と認めて取引されたときは，手形・証書・印章等について偽造・変造・盗用等の事故があ
ってもこれによって生じた損害は私の負担とし，手形または証書等の記敏文書に従って責
任を負います。
（費用負担〉
第8条 この契約に基づく務取引に関して権利の行使もし〈は保全に要した費用は私が負担
します。
く合意管籍〉
第9条 この契約に基づく務取引に関して訴訟の必要を生じた場合には，貴行本店または貴
行支店の所在地を管帽する裁判所を管鰭裁判所とすることに合意します。
（公正証書作成の義務〉
第10条私は貴行の請求があるときは直ちに，この契約による債務について強制執行の認諾
がある公正証書を作成するため，必要な手続をします。このために要した費用は私が負担
します。
本契約を証する証・1通を作成して，これを貴行に差入れます．
???
第 2 図（ 2) 
直行の非提娩ローン契約書の一例〕?
金員借用証書
株式会社 ××銀行御中
昭和年月日
住所一一一一一一一一一一一一
怠人一一一一一一一一一一一一よー土
住所・・・・・・・・・・・・ー…－ －－－－－－・－…一一－－－－・・・－－f・・－.
'  
保証人一一一一一一一一一一一一一一よ・官と
第1条（借入要項〉私は， .BUに差し入れた銀行取引約定書の各条項を承認のうえ，貴行から
次の要項によ，て金銭を借り入れ，確かに受領いたしました．
(I)金額金
ただし．受付の時期・方法については貴行の任意におまかせするとともに，貴行
の都合によP減額されてもさしっかえあPません．
(2）使途
ω最終償還期限 昭和 年 月 日
ω償還方法昭和年月よP昭和年月まで毎月 日に金 円宛
（ただし毎年 月 日は金 円宛増額）分割して償還し，期限に残
額完済します．
I田利 率 ただし，金融情勢の変化その他相当の事由がある場合には．貴行
において一般に行なわれる程度のものに変更されても奥島あPません。利息の計
算については. 1年をお5日とする日審降ホj計算によるものとします．
(6）利息支払期 毎月 日を利息支払期日kし，昭和 年 月 日に借入日；から当該期日
までの分を．以後の利息支払期日に前利息支払期日の翌日から当核期日までの分
を後払いします．
m特 約初貴行における私名義 預金口座（口座番号ぬ 〉から第6項に定
める各約定弁済日（休日の揚合は翌営業日〉に当餓約定弁済額を払い出し，本債
務の弁済に充当して〈ださい。当該口座の残高が弁済金額に足ちない場合は．直
ちに不足額を入金してお支払いたします。この支払の手続については．普通預金
規定または当骸勘定約定書の規定にかかわらず，普通預金鯖求書の発行または当
座小切手の仮出をいたしません．なお，この方法によP貴行で取扱いのうえは，
これによP生ずる一切の責佳は私が負担し，貴行にご迷惑をかけません．
({) との契約による債務の贋行が遅延した場合には，弁済すベき金額に対し年14%
の割合の遅延損害金を支払います．この支払手続については，本項切に輩じてお
取扱い〈ださい．
第2条〈保証〉①保証人は，本人がこの契約によって負担する債務について，本人が別
に差し入れた銀行取引約定書の各条項のほか，この契約を承認のうえ，本人と連帯して債
務履行の責めを負い，貴行の都合によって担保もしくは他の保証を変更・解除されても異
議はありません．
②保証人品噌百項の保証債務を履行した場合，代位による権利lま，本人と貴行との取引継続
中は，貴行の同意がなければこれを行使いたしません。もし貴行の請求があれば，その権
利または順位を貴行に無償で譲渡いたします。
第3条（公正証書作成義務〉私と保証人とは，貴行の請求があるときは直ちに，との契約によ
る債務について強制執行の認諾がある公正証書を作成するため必要な手続をいたします。
このために要した費用は私どもが負担いたします。
幾代通・山本進一暢「不動産売買の法律相談J（再訂版）よ b
一53ー
とのととを少し詳し〈わべると，「普通取引約款Jは，大量取引か迅速に
処理し，かっ，企業（ととでは，金融機関）が自己の債権保全わためわ処置を
確保する必要から発生したものだけに，消費者Uてとっては不矛i益な契約条項が
挿入されやすい。具体的にいえば，第2図（2)0)「金員併用証書Jの第1条の（51
にみられる「金融状勢の変化その他湘当の事由がある場合には．貴行tci.'-いて
一般に行なわれる程度のものK変更されても異議ありまぜん。 Jという，金融
機関K一方的な利息変更権を付与するような条項とか，第2図（1の「金員借用
証書」の第5条にある「貴行に対する債務の一つでも期限K弁済しなかったと
きjは，「貴行から通知・催告がな〈ともとの契約Uてよる一切の債務について
当然期限の利益を失い，直ちに弁済いたします。」という，消費者K苛酷な条
件令つける条項などがそうで去る。もちろん，とのような条項が，実際κ適用
されるかは別問題であり，現K ，「期限の利益喪失Kついては，現在でも運用
脚
上は1ク月程度J＇の猶矛期聞がおかれていると銀行側はいう。しかし， ζの
ような条項があるかぎり，その条項を適用してもよいわけで，事情の変化でそ
れも~りうる。また．他Rζのことは．．契約条項と実際の取引が議離してい
るととを意味し，利用者たる消費者は，自己が取引のなかで実際上どのようκ
扱われるかを予測できないととκなり，「住宅ローン」めような長期・多額な
取引にあっては．消費者の負担も重〈，十分慎重な計算に基づいた生活設計
のなかでなされるべきと考えられるから問題となろう。のちに検討する国民生
活審議会の答申も，「一般に約定の建前と実際の~用の相違が見られるi と指
摘してb り，ととはより一般的な問題であるといえよう。さらKいえば，との
ような事情があるからとそ，取引条件を消費者κ理解させるよう表示するとと
を義務づける立法措置が必要となるといえよう（のちK検討する f開示Jの制
度）。
-54-
(2) 「住宅ローンj取引をめぐる法の現状
( 1) 「銀行取引Jと法（14)
現在，「住宅ローy」取引に関して，消費者を保護するととを目的とした特
別の法律は存在しない。そればかりか，「住宅ローンJ<J消費者ローンJVL
ついても）を含めて銀行取引一般が，金利に関する法律 を除いて，特別の
法律κ服していない。とのととは，「銀行取引」 κ対しては一般私法でるる民
法典・商法典が適用わあるととを意味する。そして，民法典・商法典は銀行取
引Kついての特別の規定をbいてない。従って，契約の自由の原則κ従って，
当事者の合意による約定が，契約内容を定めるととになる。とのととは，実際
には，さきKもみたように，金融機関が作成する「普通取引約款J（隈行取引J
の場合陀は「銀行取引約款Jと主国lる）が，当事者の合意内容とされ，当事者
はそれに服するととを意味する。
とのような「銀行取引約款Jが出現したのは，わが国では，比較的最近であ
る。つまり，昭和 37年8月陀，全国銀行協会連合会が制定した「銀行取引約
制
定書雛型」 （第3閣参照）が嵩失でSちるo との「雛型」は，ぞれ自身，
「約款」ではないが，制定以来，各金融機関削贋次，採用され，現在では「銀
行取引約款」として，また，「銀行取事IJの事実上め基本法として機能している。
しかし，との「銀行取引約定書Jは，名称の一般性Kかかわらず，「銀行取引J
帥
のうち「貸出」 取引を規律対象とするものである。（「貸出 jのうち，
手形割引Kついて詳細な規定をbいている。）「住宅ローン」のよう念いわ
ゆる「証書貸付作舶には，との「銀行取引約定書」のほかに..; ~ tr:掲げ
たような，金銭貸借契約書（第2闘の「金員借入証書J) ｛（ よって補完される。
実際には，第2凶似のf約款JtてみられるようK 「,ljfik差入れた銀行取引約定
書の各条項を承認のうえJというような文言によって，との「銀行取引約定書」
が，「住宅ローYj契約の内容となる。現行の「銀行約定書」は， 消
-55-
費者を取引相手と想定して作成されたものではないとともあって，消費者に不
利な条項もみられ，消費者保護の観点からは，問題とされるべきものである。
(1!f 
との「銀行取引約定書」の各条項をめぐる研究は，比較的なされているの
で，ととではふれないが，最近，国民生活審議会の「答申J（後述）が出され
てから，全国銀行連合協会はその改正作業を検討しているといわれる？
とのようK，事実上，「銀行鴨りか規律している「銀行取事情歌J:ft対して，泊まど
(21) 
めよラな態度をとっているので去ろう治、
「銀行取号U以外れ分野では，「普通取引約款JK関して各種業法に監督規
定がbかれている。たとえば，保険業法（第1条，第 10条），道路運送法
〈第12 条〉，通運事業法（~1 2条〉，倉庫業法（;it8条），海上運送法
（第9条），航空法（第10 6条），旅行業法（第12条の2）など。 ζれら
の監督規定の趣旨杭 I普通取引約款Jすめぐる企業の恋意を排し，消資者を保
護するものであるとしても，現実Kは，監督行政庁と企業との町議着が暴露され
ている現在，どれほど実効的なものであるかは疑わしいとはいえ， 「銀行取引
約款Jについては， とのよう左監督規定すらないという事実は注目しておか怠
ければ在るまい。
らU:，簡単にでは;t:るが，「銀行取引」と現行法とれ関係をみてきたが，
「住宅ローン」をも含めて，「銀行取引」が，ほとんど国家法の規制Kij~ して
いないととが理解される。「銀行取引J一般について，立法措置が必要である
かは， Jjlj簡に検討されるべき重大な問題では歩るが， 少な〈とも「住宅ロー
ン」取引Kは，消費者保護を自的とする立法措置が緊急に必要と恩われる。と
の点について重量照されるべきととは，消費者信用のひとつである「割賦販売J
については，「割賦販売法jによって，消費者保護わための立法措置がとられ
ている点である。後に検討するように，「住宅ローン」が消費者信用のひとつ
である限り，同様な立法措置を必要とすべきではないかが検討されてしかるべ
きものと思われる。 ζのととについて，国民生活審議会の「答申」も，「消費
-56-
者ローγ等に関して指摘した事項については，……・…・・消費者信用保護めため
の統一的な立法措置の検討をすすめるととが必要であると考えるJと述べてい
る。
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（泣）
（却消費者信用と法
信用とは，一般には，一方が他方に将来の給付や期待して，財貨・サーピえ
を供与する関係をいうが，信用は，信用受領主体の差異κ着自しτ，通常，生
走者信用と消費者信用とに分けられる。とのような定義をみる限りκbいて，
「住宅ローン」も消費者信用のひとつであるととκ異論はあるまL、。
ととでは，「住宅ローγ」が消費者信用のひとつで去ると k，きた，国民生
活審議会わ「答申J~もあるよう K ，現在消費者信用保護の統一的立法措置が
必要となっているととを考慮して，消費者信用と法との関係をみてなζ ラ。
そのまえ民現在消費者信用は多様化しているので，その諸形態をみて：$；－（と
とにするo
消費者信用には，金融機関Kよる信用（とれは「消費者ローン」とよばれ，
とれに「住宅ローン」も含まれるo）と生産者，販売業者Fてよる信用（とれは，
「消費者信用売買」と却設Lる）があり，それぞれK，信用供与された資金の返済
方法として割賦払方式と一回払方式とがある。前者が支配的で念る。「消盛者
ローン」のうち割賦払方式によるものKは，金融機関が特定の生産者・販売者
と提携して，そわあっせん，保証によって提携先商品・サーピzの購入資金を
貸付ける「提携ローンJと金融機関が直接K貸付ける「非提携ロ－Y」がある。
また， 「消費者信用売買jのうち割賦方式Kよるものを「割賦販売Jというが，
とれKは頭金の受領Kよって商品・サービスを提供ナる「先渡式Jと代金の全
部または一部を2回以上にわたって受領した後K商品・サービスを提供する
「前払式Jがある。消費者信用売買のうち一回払式のものKは 「掛け売.！？J ' 
「クレジァト・カード」がある。
ζれら消費者信用と法との関係をみてみると，「消貸者信用」取引は，私的
な取引である与しと，民法，商法の適用をうけるととはもちろんで＆る。また，
事実上は，「普通取引約款Jw: よって規律されて~るととも，「住宅ローン」
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についてのべたととろk同様である。 ζれら消費者信用κ関して現存する特別
法は，「割賦販売法J （昭和37年制定）わみである。しかし，との「割賦販
売法」も，消費者信用の諸形態のうち，「耐久性す有し，かつ，定型的な条件
で販売するのに適する」商品の「割賦販売Jj:,-よび「ローン提携販売jtc限っ
て適用されるKすぎない（同法第2条）。つまり，金融機関の「消費者ロ－Yj
（「住宅ロー：／Jを含めて） vr-は，との法律は適用きれないのである。 〔「提
携ロ－：.－－販売JI'( も昭和 47~ー の割賦販売法の改正K よって同法が適用される
ようになったが， ζれは，金融機関と消費者の取引についてでな〈，提携先企
業と消費者との取事｜を規制対象とするものである（同法第29条の 2• 4 .第
5 3条わ第1号～第5号）。
とのようr「割賦販売法」は，消費者信用め諸形態の一部を規制対象とする
にすぎないが，消費者信用κなける消費者保護わための法技術という観点から
は，注目すべき立法措置を実現しているといってよい。と＜ I'(，昭和47年の
改正によって，同法律は，消費者保護法としてわ基調をつよくうちだすとと K
なったと kが注目される（改正育fTKも，消費者保護のためわ規定を$－！／＇.＼ていた
が，取引秩序の確立という立場にたって，公正な取引の確保をはかれば，その
結果として購入者等の刺益の保護k，いう目的も自然、K達しうるといういわゆる
「取引秩序法」的考え方を基調としていた。）幽
以下，昭和47年改正後の「割賦販売法Jtie念ける，消費者保護のための規
定令みてみよう。
主要な改正点をあげると，① f開示のルール」の徹底化②いわゆる「クーリ
ングオフ」僑｜肢の倉I）設，＠前払式割賦払販売Kおける前受金保全措置の強化，
④適用範囲の拡大（「ローン提携販売」「前払式特定取ヲUKも拡大適用）で
ある。
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聞
とれら割賦販売法の昭和4.7年の改正点ltC：ついては，解説書もあるので，
改正の全体Uてついては，ぞれらに譲るとして，ととでは，同法律の「表示・契
約め適正化j (IL関する改正後め規定をとり＆げるととにしよ勺。これは，のち
に検討する国民生活審議会の「答申Jが提起する問題でもあり，消費者保護の
儲）
立法技術として注目されるべきものと思われるからである。
①取引条件の表示の適正化（「開示のルールJ) 
（法文K辛子いては「表示」という話がつかわれるが，講学上は「開示」という
語がつかわれる。 ζζでは，「開示Jとは，「消費者κ容易に理解できるよう
な表示Jと理解してな〈。）
購入者で去る消費者が取引条件（契約内容〕を十分に理解して合理的な購入
判断かするため陀は，その取引条件が十分(ILr開示」される必要が圭るoぞと
で寄j賦販売法は，割賦販売守営業とする者が，耐久性を有し，定型的な条件で
販売するわtr適する商品で政令で定める指定商品を割賦販売の方法で販売する
場合，つぎのような取引条件（契約内容）の「開示」を要求している。そして，
とのような「開示」を， 4つの取引段階わそれぞれKついて定めているoそれ
ぞれの取引段階どとκとれをみてみよう。
⑥ 割賦販売の方法による売買の申込みわ勧誘をしまたは申込みをする場合
κは，消費者K誤解を生ぜしめないような標準用需によ q て，ぞの相手方(IL対
して，イ）現金販売価格，ロ）割賦販売価格， J .. ）割賦代金支払の財閥bよび回
数，：：.）前払式割賦販売以外の場合には，「融資費用」 （利息，手数料等）の
「実質年来l庫J〔瞬間年改正で追加。法文では「通商産業省令で定める方法に
より集定した割賦販売の手数料の料撃J（第5条第1項第4号）と規定されて白
いる。とめ省令は，現在のところ（昭和49年1月現在）制定されてない〕
ホ）前払式割賦販売の場合には，商品の引渡時期を，示さなければならない
（同法第5条第1項）。
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とれば，購入予定者{IC対する「開示Jの規定であるが，開示の方法について
は，「割賦販売法施行規則（昭和47年改正）」が詳細K定めている。つまり，
「営業所」「代理店」その他「一定め期聞を定め指定商品を陳列し，当該商品を
販売する場所であって，店舗に類するもの」にないて，見やすい方法により掲
示しまたは書面により提示するとととし（同規則第1条第1項第1号，第
1条の4），そとで使用される用語も，「施行規則」が定める定義（定義表が
付されている） κ従って用いるζ ととし（同第2号），また，そとで用いるべ
き文字の大きさヰ「日本工業規格283051'(規定する8ポイント以上の大き
さとするj （同第5号）と，具体的に規定している。
＠ 割賦販売の条件を広告するときは，その広告に沿いても，（alて嘘べた
規定に従って，取引条件を「開示Jし左ければなら左い。（同法第1条第2項。
昭和47年改正によって，広告も規制対象となった。）。
＠割賦販売れ契約を締結したときは，遅滞な〈，次の事項Kついて契約内
容を明らか陀する書面を購入者に交付しなければならない（同法第4条）。
寄り賦販売法は，書面(IC記載すべき事項として，イ）割賦販売価格，ロ）賦払金
の額， J、）賦払金の支払時期及び方法，＝）商品の引渡時期，ホ）契約の解除
κ関する事項，へ）所有権の移転の時期K関する定めがあるときは，その内容，
けとの外「通商産業令で定める事項」（これは．昭和47年の改正で，追加さ
れた。 ζ の省令！＇（~たる「割賦販売施行規則は，書面に記載されるべき事項
として， 「割賦販売業者の名称合よび住所」，「契約年月日占「契約商品名J,
「契約の商品の名称、または製造者なよび機種または型式」「契約数量J「頭金
また肘刀巨塗額J.「尉ム金の支払巨撒J.「動賦販売の契約K司、て購入者治相合せ，
相談等を行念うことができる機陣D名税也、よび住所J，説笥販売の場合Kは「当該契約
の申込みまたは当該契約の締結を担当した販売員の氏名」「前払式割賦販売の
場合を除き，支払時期の到来してない賦払金を請求するととKついて定めがあ
る場合には，その内容」，「商品に隠れた穣庇がある場合の責任についての定め
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があるときは，その内容J「前各号κ掲げるもののほか特約が去るときは，そ
の内容jと規定している。）。
＠ いわゆる「セールスマン」が訪問販売にbいて，割賦販売の契約の申込みを
受けたときは，その契約が申込者のために商行為で去る場合令除き，ただちに
＠κ列挙した事項Kついての，契約の申込みの内容を記事tした書面を申込者に
交付しなければならない（同法第4条の2）。とれは，昭和47年改正のさい，
導入された「クーリングオフ制J~かかわる。クーリングオフ制度とは，
「セールスマン」による訪問販売が行なわれる場合には，消費者は，受身の立
場Uてたたされざるをえず，「セールスマン」の言辞に惑わされ，後Kなって自
己の矯入決定を後悔するととがしばしばあるので，一定の熟慮期簡を法定し，
との期間内で怠るなら，購入の意思表示を撤回できるとする制度である（割賦
販売法第4条の5がとの制度を規定する）。
ζれらの「開示Jw:関する規定K違反した場合には，違反者vc3万円以下の
罰金が課される（第53条第1号～第5号）。ただし，「開示Jvc関する規
定κ違反しても，契約の効力陀は影響が念い。
以上訪朝辛口47年の改正後の，「割賦販売法」の「表示の適正化Jvc闘する
規定の内容であるが，つぎに，同法律の「契約の適正化」 κ関する規定をみて
bとう。
＠ 「契約の適正化」
割賦販売の場合には，売主が買主vc信用を供与するため，商品は，代金完済
前vc買主κ手渡される。引渡された商品は，売買代金の完済前tてないても貫主
の手下で使用され，通常その価値を減少してい〈。そのため，売主は，売買代
金が完済されるようκ，また貫主が売買代金の支払を約定通り K行なわない場
合κも不利益を蒙らないようにさまざまな権刑確保の手段を契約書面K記載し
て沿〈のカ毛盈常で彦るoとのような契約条項としては，「割賦金の支払遅延κ
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よる期限の赤IJ益の喪失J，「契約の解除」，「契約の解除に伴う損害賠償額の予
定J，そして「商品の所有権の留保」などが＆る。 ζのような契約条項ヰ，貫
主に苛酷なものでない限り（ζの場合κは，私法の一般原則である信義則κよ
って無効となりうる），特約として有効で~るが，割賦販売法は，消費者保護
の見地から，とれらの契約条項について実体法的K規制している。と＜~，期
限の利益喪失・契約の解除の特約についての制限，契約解除K伴う損害賠償陀
関する特約についての制限κついては，みるべき規定をないているので，つぎ
に若干説明して会〈。
①期限の矛I益喪失・契約ゎ解除の特約K対する制限
賦払金が約定期恨どまrりw：支払われない場合κけ，その後bてなける売主の売買
代金債権の確保が不安となり，売主の利益が侵害されると考えられるので，売
主としては，買主が賦払金の支払を怠ったときは，残代金の支払を即時に請求
できる旨の特約（期限弟｜益喪失条項）や，商品をとり戻して損害を最少限κ保
つように契約を直ちκ解除できる旨の特約をして，自己ゎ権;jfl_!を保全しようと
する。しかし，貫主にとっては，支払の遅延の程度，残代金の金代金κ占める
割合などの考慮左Uζ一回の賦払金の遅延を理由として，期限の利益が喪失さ
せられ，または契約が解除されてしまうととは不当な場合がある。
割賦販売法は，との点κ関して，割賦販売を営業とする者の指定商品につい
ての割賦販売の場合Kは，購入者にとってその契約が商行為で~るときを除き，
賦払金ゎ支払遅延を理由K契約を解除し，期限の刑益を喪失させるには， 20
日以上の相当の期聞を定めてその支払を書面で催告した後でなければならず，
乙れに反する特約は無効であるとして加と（同法第 5条）。
＠契約解除~伴う損害賠償額の特約tてついての制限
債務不履行によって契約が解除された場合Uては，売主は，原状回復とともK
損害賠償を請求するととができる（民法第54 5条）。ととろが，原状回復と
して割賦販売の目的物（商品）が取り戻されても，すでに使用された損耗費や
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売主の損害額を算定することは容易ではない。そとで，割賦販売業者は，契約
の解除陀伴う損害賠償Kついて，去らかじめその額を定め -ci:,~ （ζとが多い。
しかし，もし「質主が既に支払った賦払金は擦害賠償K充当し返還はしない」
旨の特約がなされてたり，たとえば，割賦販売価格が1万円の商品Uてついてす
でに 9千円の賦払金が支払われていたが，残代金1千円の支払が遅延したため
に契約を解除されたような場合，買主は，使用価値がまだ十分表、る商品を取戻
されたうえ，すでに支払った9千円も返還して卒らえないというよう念，買主が
不当な不利益をうけるととがなとりうる。そζで，割賦販売法は，割賦販売を
営業とする者の指定商品についての割賦販売の場合には，損害賠償額の予定ま
たは違約金の定めが左るとき （（（~いても，つぎの各場合K応じてそれぞれの額
に法定刺率Kよる遅延損害金の額を加算したものを越えて，売主は買主に請求
できないとしている（同法第6条）。
げ）商品が売主κ返還された場合一商品の通常ゎ使用料
開商品が売主に返還されない場合一割賦販売価格
付契約解除が商品の貫主への引渡前の場合一契約の締結合よび履行わために
通常要する費用額
以上が，割賦販売法が定める，消費者保護のための「契約の適正化JKつい
ての規定内容である。
? ， ，?
Il r住宅ローンJ取引と消費者の法的保護の必要
一「消費者ローンJに関する消費者保護問題についての国民岳舌
審議会の答申を中心にしてー
さき Bてみてきたように，「住宅ローンJを含めて金融機関の「消費者ローユl'j
取引は，特別の法律陀服して底い。 いわんやそれκついて消費者保護のた
めの立法措置はとられてい~い。しかし，他面では，消費者信用のひとつであ
る割賦販売Kついては，消費者保護の立法措置がすでK実現されている。
「住宅ローン」についても，それが消費者信用のひとつで主る限りにないて，
消費者保護のための立法措置がとられるべきではないかが検討されてしかるべ
きと恩われる。現K，昭和48年に発表された国民生活審議会の答申は，現在
の，金融機関κよる「住宅ローン」を含む「消費者ローγ」取引には，消費者保
護に欠けるととろが去り，「消費者信用保護のための統一的な立法措置わ検討
やすすめるととが必要で＆るJとしている。聞
ととでは，との国民生活審議会の答申を紹介し，ぞれを素材としながら，民
間金融機関の「住宅ローン」取引をめぐる消費者の法的保護の問題を検討する
ととにしよう。と〈に，「住宅ローγJをめく・り，消費者保護わための錯置が
立法化される場合tL，どのような法的措世が導入されるべきか，その点で，
「答申Jはなにを提案しているのか，さらK，その「答申Jて十分かなどの問
題について若干検討を試みよう。 ζとて明題となる立法措置としては，さしあ
た.！？.「表示の適正化」「契約の適正化」のための措置を考えている。
以下，まず，国民生活審議会の答申の関連簡所を紹介し，ついで， ζの答申
を若干検討するととκしよう。
?， 。
(28) 
1. 国民生活審議会の答申の内容
陥和47年10月5日，内閣に設置された国民生活審議会は，昭和48年2
月27自に 「サーヒヌに関する消費者保護KついてJと題する答申を，内閣総理
大臣に提出した （以下， ζの答申を「答申」と略す）。 「答申」は，サー
ビス全般陀わたり消費者保護の問題を扱つてなり，レジャー，運輸，金融，保
険，医療，環境衛生のサー ビ.：＞：.Ilついてそれぞれ項白を設けて問題を検討して
いる。 ζのうち，本稿と関連をもっ「金融サーピスJIlついては，との「答噌
!IL先だっ，昭和47年10月K ，同審議会の消費者保護部会が中間報告の形で
まとめて念り，ぞれが最終答申にそのままなさめられた。 「答申Jは， I途
融サービス」について，①「金融機関相互の公正自由な競争の確保」＠「表示
・契約の適正化」⑤「消費者ロ－,';/ l'Lついての環境条件の整傍」④「情報提供
なよび消費者意向の反映」ゎ4項目をたて，そのそれぞれについて，消費者保
護問題をめぐる現状わ分折，現状K対する消費者保護施策P考え方，公よびそ
のための具体的施策の提案をのべている。以下，ここでは「住宅ロ
ーン」と消費者の法的保護という本稿ゎテーマとの関連で，（21の「表示・契
約の適正化J!ILついての「答申」の内容を中心κ紹介してたとう。な公，「答
申」は，「表示・契約の適正化」の項目の下K，「住宅ローY 」を特男lirteとり
だして言及しているのでなく，それを含む「消費者ローン」全般を対象として
会り，また，預金取引についてを言及しているととを注意して念〈。と ζで』丸
「消費者ローY 」κついての「答申」の内容を紹介する。
「表示・契約の適正化」の問題κ入るまえκ，「答申Jの「金融サービスJ
をめぐる消費者保護問題の一般的とらえ方を紹介してなく。「従来の一般消費
者と金融機関との関係は，預金者と預り手の関係κとどまり，金融サービえに
対する関心は薄かった。しかし，...・H ・－－消費者ロー ンの伸長κみられるとなり，
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金融機関と消費者との接点は拡大しつつ＆り，今や金融サーピスの~り方は，
消費者κとって重要な間顎となってきた。とのような認識の下K，金融サービ
認め現状を見直してみると，消費者保護上J a:.のような点が重点課題として挙
0 
げられる。」として， 2つの重点課題をあげている。すなわち，「第1は，金
000000000000000000 
融機関になける公正自由な競争の確保J（＝「消費生活会よび消費者意識の多
様化陀即応して，多様な金融サービスが多様な取引条件で提供され，消費者が
自由にとれらを選択できる競争的な市場環境」を「確保するととJ。具体的κ
は，「金利規制，店舗規制・業務分野規制等Kついて弾力化をすすめる必要が
00000000000000 
ある」としている。ー傍点＝筆者），「第2は，取引になける消費者の対等性の
議長」 （「答申」は，次のような現状認識を前提としている。「とれまで，と
〈 κ ，金融機関は非競争的市場環境vc~ ったとと，与信面のサービスて一般消
費者の比重が小さかったとと，金融が一般消費者κ難解で;l:るとと等の要因か
ら，一般消費者は弱い立場κbかれざるを得なかった。そして，金融機関は，
とのような弱い立場にある消費者の要請に十分応えてきたとはいい難い＇JoW 
ような現状認識にたって，「答申」は， f消費者が金融機関と取引する場合κ
は，たんに現在の生活に会ける選択の問題ばかりでなく，将来の生活設計のあ
り方と深〈かかわる選択に直面している。ぞれだけに，的確な情報，知識に基
づ〈，合理的な選択行動が保障されなければならない」とし，具体的には，「
00000000000000000000000000000000000 
金利表示その他各種の表示を明確かつ平易なものに改めるとと，取引条件てー
00000000000000000000000 
方的κ消費者κ不利となっている面を是正すること，客観性を有する総合的情
報・比較情報の提供を十分に行なうとと，住宅金融の充実等消費者ロー：；／l'r:つ
いての消費者の利便を考慮した環境条件を整えるとと，金融関係審議会等への
消費者代表の参加，苦情処理体制の整備等を通じて行政会よび金融機関への消
費者意向の反映を図るととなど，現行の制度なよび取引慣行の全般にわたって，
消費者の立場K立った改善と見直しが必要である。」としている）
以下，「表示・契約の適正化Jvc関する「答申」の内容を詳しくみてみよう。
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との問題は，主として，うえに紹介した，「取引に台ける消費者の対等性の確
保」 Kかかわるもので去る。 （さきの引用文中の傍点筒所が， f表示・契約の
適正化」といわれる問顕で去る） 金融取引が契約を通じて行なわれ，契約が。
主要な法律問題である限りにないて， ζの問題は，すぐれて法的問題である。
①「表示の適正化」（「答申」では，消費者ローY約定等の適正化Jvcつい
てと題されている。）
「答申」は，現状認識として，「消費者ローY約定等の表示を検討すると，一
般陀使用文言が難解で明瞭性を欠〈ほか，取引条件等κついての表示は必ずし
も十分とはいえず，また他の消費者信用手段kの比較対照が容易でない場合が
¥29! 
多い」 とのべ，とるべき具体的施策としては，「約定用語，様式については
その平易明確化合よび統一化Jを凶る必要がtoるとし，さらに表示されるべき
事項としては，＠「融資費用（消費者ローンのコスト）， ＠「実質年率」
＠「戻し矛lj息」 ⑥その他の「重要事項」を挙げている。との4つの表示すべ
き事項についての内容をみると，つぎのようで去る。
＠「融資費用の表示についてJ－「答申」は，「融資費用Jについてそれを
明確にすると同時κ用語をも統一化する必要が＆るとして，「消費者信用契約
の締結rあたって必要とする費用は，その名称のいかんにかかわらず，すべて
「融資費用』 κ含め（一応，支払利息，貸付手数料，信用調査費用，保証料，
保険料等の消費者が直接間接κ負担する費用が含まれると考えられるo），融
資費用額として表示するζとが適当であろう」としているロ
＠「実質年率の表示について」ーさきにのベた「融資費用」 Kついて消費者
が負担する額を表示する方法として，「統一的な計算方法κ基づいて，笑質年
率として表示されるととが必要で~る。 J とのベる。つまり，従来，「融資費
。印
用」の表示の手段としては，「アドオン式」 ないしは「アドオン式と実質年
率の併記jの方法がとられてきたが，ぞれらを「実質年率JVCi統一するとと，
さらに，「実質年率」の計算方法は従来いわゆる「全銀協方式」によっている
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が，とれは「実際必要額（借入金）」に刺息かプラスした金額を基礎として計
算する（刺息先取りの考え方）ため，「実際必亭鍛」を基礎として計算する
（利息後取りの考え方）場合より低い実質年率K換算されるので，利息後取り
の考え方を念頭K：！＞－いている消費者K誤解を与えやすい。それ故，「答申Jは
131) 
実質的で統一的な計算方法として「年金利回り法jの採用を提案している。
＠「戻し刺患の計算方法の表示について」ー「戻し利息」とは，借主たる消
資者が，繰上げ返済した場合K返還される刺息のととをいうが，「答申Jは， f喪
し：利息JI'(ヨハては，具体的表示が欠けているJと現状認識し，「戻し利息の計
算方法なよびその表示Bてついて，実質年率の計算方法辛子よびそめ表示について
と同様の万向で検討し，明確な表示を行うととが必要で去るJとしている。
＠「重要事項の表示陀ついてJ－「答申」は，とぐに「消費者が実際K利用
可能な金額J「融資費用の額とその実質年率」「返済方法」を重要事項として
挙げて i,~ り，ぞれKついては，「と〈に注意を引〈ように約定の表示令改善」
するとと，またとのほか「総費用の額（印紙代，登言己料等の前記 F融資質用』
以外に必要とする費用）を含めて，係員による十分な説明を行なうととが必要
で怠る」としている。
以上が，「答申」が「消貸者ローY約定等の表示JKついてのべるととろの
要約で去るが，つぎK ，「答申」の「契約の適正化」についてのべるととろを
紹介してbζう。
＠「契約の適正化J
「答申」は，「一方的に消費者に不剰な」契約条項の是正と「一般に豹定の
建前と実際の運用の相違がみられる」現状の改善とを提案している。
「一方的κ消費者に不剰なJ契約条項の是正という問題については，「答申」
は， f消貸者ローン契約条件わなかκは，事業者間の取引を前提とした企業金
融の方式をそのまま踏襲した面が~り，割賦販売の契約条件と比較しても，消
費者との取引にそぐわない点が見うけられる」と現状認識した5えで，一方的
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に消費者K不矛｜！な契約条項の例として，
＠「通知催告なしで期限の剰益を喪失するとか，期限の芳I益喪失の条件とし
て租税公訴を滞納し督促争受けたとき，去るいは保証人に他わ債務の不履行が
~ったときなどの条件を含む条項」
＠「債務不履行の場合κは，保護預け，取立手形等は債務を担保するため，
当然、譲渡したものとみ念す条項j
θ「天災事変などの不可抗力Kより書類が喪失した場合， ζれによって生ず
べき損害は消費者の負担とする条項」
＠「金融情勢の変化が念った場合，金融機関のみが金矛IJの変更をなしうると
する条項jを挙げ，乙れらの条項についての是正を提案している。
③「法制等の整備」
①②でのべたととろが，「表示・契約の適正化」 κ関する「答申」の内容の
要約で去るが，「答申」はとれらの提案事項の実現方法として，「当面行政に
(32) 
よる指導，業界の自主規制Kよりその改善守図る］ としながら，「取引条件
の表示・内容の是正等Kついては消費者信用全体のl，問題として検討すべき事柄
であみDで，今後消費者信用κ関するその他の消費者保護施策を含めて，消費者
信用保護のための統一的な立法指置の検討令すすめるととが必要で念る」とし
てν3るo
以上が，「答申」の金融機関の「消費者ロー＇.：／ Jについての「表示・契約の
適正化Jl'L関する内容の大略である。つぎK，との「答申」ののべるととろ
守，将来立法措置が講ぜられるととをも考慮して，若干検討する ζとにする。
2. 国民生活審議会の答申の検討
との「答申」は，金融機関の「消費者ローン」についての消費者保護の問題
を全般的K ，かつ，具体的κ取扱う現在のと ζろ数少ない貴重な資料であると
いってよい。とくに，金融機関の「消費者ローン」の実態を調査し，消費者保
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護に欠けるととろを指摘し，消費者保護のための立法措置が必要であるととを
要請している点κついて注目されてよいであろう。
しかし。との「答申」については，検討すべき点が多H あるものと考えられ
る。さし会たりととでは次のととを指摘してbとう。まず，「答申」は，「金
融サーピえについても，基本的には晶品論品．事三 ~~s轟＆~角議長昌義暑
晶長会産自品是競争£品供~:R ，その競争を通じて消費者の刺益治Z増進される
とと（傍点筆者） Jとしているが，金融機関以外の事業者聞に公正自由な競争
が確保留1旬ハる桝ま，独禁政策の形がい化がさけばれている現在， とれ自体検
討されなければならず，「事業者聞の公正自由な競争の確保」という問題は，
独占の支配する現在Bてあっては，わが国の経済構造ないしは，それをめぐる独
禁法・独禁政策との関連で検討される余地があると考られる。またとのととは
「答申Jが「的確な情報知識に基〈，合理的な選択行動が保障されなければな
らない」というとき，同様な問題がある。つまり，取引rついて的確な情報，
知識が消費者にい〈ら提供されても，選択項（ととでは金融機関のサービス）
自体が複数なければ，実質的~選択の自由が確保されないととになる。
との点からも，金融機関の公正自由な競争の確保か前提となるようκ恩われる。
ζれらの問題は，Jl個に検討すべき問題として，ととでは問題の指摘Kとどめる。
つぎK 「答申Jのいう「表示・契約の適正化JUてついて検討してが
〈。まず．取引条件で一方的κ消費者κ不利となっているものを是正するζ
と（「契約の適正化」）が，消費者保護の意味をもっととには異論がない。た
だ，「答申」の指摘するもの以外κ消費者K不利益な取引条件がないのか（と
れは，取引実務，普通取引約款の調査が必要），また，是正の仕万を具体的に
いかに規定するのか． （たとえば，期限利益喪失の特約K対して，それを無効
とするとしても，消費者の支払についての明らかな怠慢がある場合κは，期限
の剰益を喪失させる必要があるので，とのような必要と消費者保護の要請の聞
の，どこにや線をひいて立法化するのか）などは，今後，立法化されるさいκは
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検討されてよい問題である。つぎに，「表示の適正化」 κついてでをるが，「答
申」は，「一般消費者が合理的な選択行動をとるととができるよう，金刺表示
その他各種の表示を明確かつ平易なものに改めるζと」とわべる。さきにも
のべたように消費者の真の選択が保障されるためには，選択項自体が多種多様
であるととが必要と恩われるが，消費者信用の場合，金融機関の「消費者ロー
:/ Jと割賦販売業者の「割賦販売jが，消費秒間一目的に応うととがあるの
で，との限り t'L:J;~ V°'て，消費者の「合理的念選択jk一定の利益をも
たらすものと考えられる。また，「消費者ローシ」は，当然，金銭の無償提供
ではな〈，借用者は，借用金銭を多かれ少念かれ長期間Kわたって，返済しを
ければ左ら念い。とのととは，消費者が借用のさいに，返済＝債務の内容を十分
熟知しているととが将来の生活設計をたてるうえで必要であり，取引の条件が
明確かつ平易に「表示」されてなければ左らない。と〈κ，「住宅ローン」の
場合には，高額かつ長期の返済義務守負うので，より厳格な将来の生活設計を
たてたうえで，「住宅ローン」を芳｜｜用するととが必要とされて〈る。 ζのよう
に，取引条件が表示されてなかったり，表示が不正確であったり，難解でをる
場合陀は，消費者が不芽iJ益を蒙むるという意味で「明確かつ平易な表示」を確
保するためわ立法措置が，消費者保護のための有効な措置となる。 ζの「明確
かつ平易な表示」の確保というのが，さきに割賦販売法Kついてふれた「F訴
のルールjとよばれるもので去る。しかし，「答申」ののベる「明確かつ平易
な表示」で十分か否かは検討すべき問題が残されていると考えられる。 ζのと
とに，少し詳しく言及してなとう。問題は，「明確かつ平易な表示」という理
念が，さきKのべた意味での消費者保護のための法的措置であるζとを認めた
うえで， ζの理念が実現されるべき諸条件を検討するととであるo 「明確かつ，
平易な表示」の問題を考えるさいには，①いかなる取引条件が表示されるべき
か，＠ぞれがいかなる方法によって，消費者が理解しやすいよう K，表示され
るべきか，という段階にわけて考察するととが必要と恩われる。以下，順次検
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討して主？とう。
①表示事項κついてー「答申」は，表示事項として，「融資費用」「実質年
率J「実質刺率の計算方法」「戻し利息」「戻し：利息の計算方法J「返済方
法」守挙げている。とれらのうち「融資費用」「実質利率Jは，消費者が「消
費者ローン」取引陀ないてみずからが実質的に負担すべきもの令知りうる点で，
「戻し利息」は返済過程で繰上返済する場合κ，自己K割戻しされる金銭の額
を知りうる点で，割賦販売の場合との比較，また将来・の生活設計を行句さ~.
重要な情報となる。しかし，表示すべき事項がとれで十分できちるかは男l問題で
ある。と〈に，消酸者は，「消費者ロー'lJを選択する場合にも，将来の生活
設計を行う場合Vても，契約関係t"$－什る自己の権剰義務関係守熟知していると
とが必要と思われる（たとえば，返済金の未払の場合どのようκ取扱われるの
か，死亡した場合どわように取扱われるのか，借入金Kよって購入した商品κ
穣庇が~－：：＞て契約が無効にたったとき「ローンJ の返済はどうなるのかなどL
ζれととは，「消量費者ローY」が現実tr:It.，金融機関の定めた「普通取引約
款」 κよって規律され，消費者が取引条件の決定に参与しえ念いので（との
とと自体問題で~るが，現実である）．一層必要と息われる。つまり，重要な契
約条項は，すべて「明確かつ平易κ表示」されるζ とが必要で~ろう。との点，
前述の割賦販売法が，「契約の解除に関する事項」「支払時期の到来してない
賦払金を請求するととができるととκついて定めがある場合Kは，その内容」
「商品κ穂れた葱庇がある場合の責任KつW亡の定めが去るときは，その内容」
「前各号に掲げるもののほか特約があるときは，その内容Jを表示すべきと規
定しているととが参照されるべきである。
＠「明確かつ平易な」表示方法について一「答申」は，「一般に使用文言が
難解で明瞭性を欠〈」ので「今後約定等の用語，様式についてはその平易明確
化，統一イヒを図り，消費者が理解しやすいようW：するととJを提案し．具体的に
は，支払利息，貸付手数料，信用調査費用，保証料，保険料などの消費者ロ｛
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ン契約の締結のさい消費者が負担する費用を「融資費用」として表示するとと，
その融資費用が統一的計算方法K基-:J.t>・て，「実質年率」として表示させるとと
を提案している。とのように，用語の統一化，明確化は，正しいものを含んで
同るが，従来の慣行Kなれた消費者にとっては，統一・明確化された用語と従
来の用語との混同も予想きれるので，統一・明確化された用語の普及活動が積
極的κ行なわれなければならないであろう。
また，権矛l義務に関する事項については，用語ゎ問題ではな〈，法律知識の
問題なので，消費者に理解しやすいよう Kできる限り平易に表示するとしてら
法律知識のない消費者κは，表示された事項の法律上ゎ意味は理解できないで
あろう。との点，法律知識の普及が法律営自体め課題ともなろう。また，「消
費者ローン契約K関する法律相談が組織化されなければならないで念ろう。
との点，「国民生活セ γター」「地方消費生活セγター」の相談業務がもっと
活用されてよ凶と思われる。
さらに，取引条件，契約事項の F明確かつ平易な表示J'.(IC関して，．消費
者保護のための立法化が実現されるさいKは，「法律自体の明確かつ平易な表
示」が考慮されるべきでをる。つまり，消費者にとって，自己がいかなる法的
規制をうけ，いかなる法的保護をうけているかを知るととも重要で~り，法律
も法律知識のない消費者にも理解しやすいように作成されるべきである。もち
ろん，既成の法律知識や法体系との関係から消費者保護ゎ法律だけ男Ii個ゎ概念
を用いるわけKはいかないので，困難な問題、は含るが，少な〈とも，消費者保
護のための法律ではJ, 「準用」という立法技術を使用すべきでは念いと考え
らオlる。
⑤さいどvr:，「答申」が，「指摘した事項Kついては，当面行政指導，業界
の自主規制Kよりその改善を図る」述べている点について。
「答申」が取引条件の「明確かっ平易な表示jκ関して，表示すべき事項，
表示方法についてのべている提案は，行政指導によっても，業界の自主規制に
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よっても可能で去ろう。事実，全銀協は，消費者ローY K関する約款の改正
132) 
作業K着手したといわれる。しかし，消費者は，とれらの作業忙参加しうるも
のでないわで，消費考保護の観点からは， ζのような作業のやり方自体検討さ
れるべきで＆る。国会の審議を経て制定される立法という形式の方が，消費
者保護のためUてはよりふさわしい作業のやり方と恩われる。
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百むすびにかえて
以上，民間住宅金融のうち，民間金融機関の「住宅ロ－ ;/ Jを取り上出それ
をめぐる消費者の法的保護の問題をとりま〈状況を整＊し．国民生活審議
会の， 「消費者ローン Jをめぐる消費者保護K関する答申を素材として，
I表示・動の適正化」といわれる消費者保護のための立法措置を若干検討し
てきた。
残された問題としては「住宅ローンJを消費者が刺用しやす〈するKはど
わような立法措置が必要かという問題（さきの「答申」もとのととを「消費者
ロー Yめ環境整備Jの問題としてふれている。本稿（第二部）では，ふれなか
ったが， f住宅ローγ」のための長期安定資金の確保の問題として論じられて
いる抵当証券については，「第一部」 （飯島） l'.沿いて取扱われているので参
照されたい。），信用調査機関わ設置に伴う消費者個人のプライパシー保護の
問題（昭和48年に東京銀行協会は，「個人信用情報セ γター」を設置した）
などが念る。
本稿で言及した消費量者信用保護のための立法化の推移，さらκは消費者行政，
消費者運動の動き守見定めながら，本稿でふれえた問題および材1え左かった問題
の研究の深化を今後の誤鰯としつつ，不十分ながら，本稿を終えるζとにする。
〔註〕
11 民間住宅金融の概念は，広義には，民間金融機関の個人向住宅金属症のほ
か，住宅産業等への住宅金融をも含むが，本稿では，前者のみを対象とする。
後者が企業関取引で念るのに対して，前者は，企業（金融機関）と消費者との
取引であるので，消費者が直接取引主体となるという意味で，その保護の必要
性が強いからである。
121 政府の住宅政策の表現で~る「第2 期住宅建設5箇年計画J （昭和46 
～5 0年） l'Cよれば，計画勤問中κ建設すべき必要戸数は，シbむね95 0万
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戸とされてbり，そのうち公的資金による住宅建設戸数は38 0万が予定され
ている。っきり，残りわ57 0万戸（全体の60 %）が民間自力建設に期待さ
れている。政策推進のためわ具体的施策わひ主っとして「民間住宅金融の拡充」
が凌げられている。（政府わ住宅政策の内容Kついては，丸山良二編著「日本
の住宅計画Jが詳しい。）
なな，政府ゎ「持家主義」による住宅政策，をよび，住宅金融め拡充VLよっ
ては，住宅難は解消しないという批判はつよい（たとえば，早川，和田，~川
編「住宅問題入門」所収の和田八束「住宅政策の再検討」一同書10 9 p以下，
f住宅金融」一同署:.16 0 p以下）。とめ問題は男Ii個に論ぜられるべき重要な
問題であるが．「住宅金融Jが伸長しているととが現実左らば，その現実から
生起する明憲を論じるととは，「住宅金融Jが住宅問題の解決にとっていかな
る意味をもっかUてついていかなる立場Vてたとうとも，必要で去ろう。
(31 民間金融機関の「大衆化路線」とは，昭和35年ζろから，一般大衆の
資金を吸収する目的で，金融機関が打出してきた政策で去る。現在では，「f向
費者ローγ」，とりわけ「住宅ロ－:/ Jがその「大衆化路線」における重要な
位置を占めている（後述）。 ζの「大衆化路線」の概要については，阿部，徳
山，堀内，森岡編「貸付取引の深耕と開拓」を参照。
仰住宅産業とは，狭義Uては宅地造成業者，不動産業者，プレハプ業者，建
売業者，マンショ γ業者など，住宅・宅地の製造・供給業者をいうが，広義K
は，不動産仲介業者，設計コンサルタントや，住宅機器製造業者や基礎資材製
造業者等を含む（中山，篠原編「日本経済事典」 52 7 P）。な念，「住宅産
業」と「住宅金融」との関係Kついては，伊藤肇「住宅金融と住宅産業」 （科
学技術センター編「住宅産業の基盤」一「住宅産業講座ー 1Jを参照）
(5l f住宅ローユゴの伸長についての諸要因がどのようκ内的κ連関している
か女探究する ζ とは， ζとでの問題ではない。 ζζでは，「住宅ローγ」の伸
長を希求している（換言すれt卦 IJ益をえている）のが，たんに消費者のみでな
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いという事実を指摘するととが重要で去るoとの文脈では，消費者保護の必要
時，「住宅ローン」を伸長させる手段としての側面をも有するととを指摘して
沿〈。とのととから，たとえば，政府によってとられている各種の住宅金融援
助策（住宅ローン返済の負担κ関する減税措置，企業が行なう社員のための住
宅低矛iローンに対する免税措置等〉が，購買力増加政策でも阜、るととを理解し
て:J>-＜ととが肝要で去ろう。
(61 法律学は，昭和43年vc「消貸者保護基本法」が成立してから，消費者
問題を扱うようになったといえるが，それも，消費者保護行政の側面を扱うも
わで，本稿の扱う取引（契約）をめぐる消費者保護の問題を扱う論稿が出現し
たわはど〈最近で会る。 ζ の点，北川善太郎「消費者契約序説（1~2｝完J (NB 
L 3 6号28P,37号34P一昭和48年），同「消費者保護の法構造（法
律時報第54 5号8P－昭和48年）が，「消費者契約」の研究の必要性bよ
び問題点を網羅的K摘示している点で注目される。それまでは，「普通取引約
款」 K関する規制わ問題bよび「割賦販売」をめぐる取事｜（契約）規制の問題
が，消費者保護の観点から論じられてきてはいたが最近の問題意識とは必らずし
も同一ではなかったように恩われる。
(7) ととでの叙述は，次の文献を参照している。荒和雄「消費者ローンの話」
（昭和48年），阿達哲雄編著「入門 消費者金融J（昭和48年），阿部喜
夫，徳山筒典，堀内仁，森岡正猪編集「貸付取引の深耕と開拓（昭和47年），
北原道貫編「図説日本の金融（昭和48年〉，三宅武雄著「現代貨幣・金触の
変貌」昭和48年）． 「近代セールスー住宅ローY特集号（昭和47年10月
増刊号）。
(81 昭和49年κ入って，「住宅ローYjの条件緩和傾向に逆行する現象が
あらわれている。つまり，金融引締策のもとに，金利の引き上げが決定された。
(91 経済企画庁調査局編「消費と貯蓄の動向（昭和48年版）は，「昭和47
????
年は，消費者~~けるローン刺用の認識の高まりととも K ，金融機関tてよる条
件緩和などKよる個人向の融資枠の拡大……が行なわれたとともあって，家計
でも，住宅資金調達守中心K，借入金は大巾K増加した」とのべている。
。 ζのζとWついては，日銀調査「わが国金融機関の消費者金融について
（日銀・調査月報昭和48年8月号）」は，「住宅ローγ」について，「それ
を享受しえたわは比較的高所得層」だと指摘している。また，民閉めある調査
（「首都圏vc沿ける住宅ローン矛l伊者の実態」前掲「近代セールスJvc掲載〉
も，住宅ローY利用者の中心層を「世帯主年令は， 30代，会社部課長，年収
1 5 0万～20 0万円わ層」と報告している（同書56 P）。
01）提携方式の取引わし〈みについては，前第「消費者ロー Y の話」 SOP
K詳しい。
o~ との点に関する法的規制Kついては，後述（ 5 4 p～） 
n~ 前掲「入門・消費者金融」 1 8 3 p 
04)髄行取引」法という特別の法律は存在しないが， 「銀行取引J実務K関
する民・商法の規定および判例をー活して， 「銀行取引法J（名称は，さまざ
まだが）として取扱われる。関連文献の多くは，実務家を対象とするものであ
る。たとえば， 「新銀行実務法律講座」（全8巻ー銀行研修社）， 「新基本金
融法務講座J（全 14巻’金融財政事情研究会），左どである。また， 「銀行
取引法JK関する文献を掲載する多くの雑誌が存在している。たとえば， 「銀
行研究」「金融法務事情J「NB L」などの実務雑誌である。
ζれらの実務署とは5}1!w.:，体系書kしては，田中誠二「新版銀行取引法」（陥
和45年），前原寛一「金融法」（昭和43年）が怠る。と ＜(IL，後者は，金融
機関の船級と取引活動の両者を「金融法」の概念で一括し，体系化しようとす
る怠欲的な研究で，本稿志ζの書K負っている。なお，金融機関の組織K関し
ては，特別の法律が存在する（銀行法，長期信用銀行法，外国為替銀行法，中
小企業金融公庫法，国民金融公庫法，住宅金融公庫法等）。
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05)金利柁関する法律は，現在， f刺息制限法」 （昭和29年），「出資の
受入れ，預り金及び金矛！｜等ゎ取締等κ関する法律」（昭和29年），「臨時金
刺調整法J（昭和22年）が走る。実際上意味をもつわはさいどの法律で;l-る。
「臨時金刺調整法J上の余剰とは，金銭貸付の矛lj率だけではな〈，手形の審＇・＇引
率，預金金矛l嘩，そわ他金融機関の各穂取ヲ｜の対価を含む概念で凌、る（同法第
1条第2項）。同法は，舎融機関わ金刑｜の最高限を定めるととを自的とするが
そわ決定・変更・廃止は，大蔵大臣の指示監督わもとに，日本銀行政策委員会
が金矛I］調整審議会への諮問の後にとれを行左う（第2条）。定められた最高金
jflは，大蔵大臣がとれを公告し（第2条第4項），それは金融機関を拘束す
る。すなわち，金融機停電は，との最高金刑事t超えて契約し，支払い，受領する
ととは禁止されるが，その限度以下の契約，支払，受領は，自由で浸る｛第5
条）。現在の，臨時金利調整法K基づ〈「大蔵大臣の公告」は，昭和47年6
月23日に最終改正された昭和23年 1月10日ゎ大蔵省告示で;l-.るが，とれ
は返済期限1年以上わ貸出κは適用されたいとしているFで，「住宅ローγ」
には，との告示は適用され乏いととK念る。国民生活審議会編「サービスと
消努者保護」（昭和48年） 1 9 2 p参照
U6l 「銀行取引約定書雛型Jの成立事情については，西原寛一「銀行取引
約定書雛型の成立」（商法学論集 191P ）~詳しい。
との「費量型」の内容は，前掲の第 5 凶わと :t~ りであるが，その内容を検討し
たものとしては，前掲，田中「新版銀行取引法｜所収の「銀行取引約定書ひな
型の解説と研究」（同蕃23 7 P），水田耕一「貸付取引く上〉一新基本金融
法務講座3J (113P）が~る。な沿，註 1 9参照
同 「貸出」という語は，銀行実務上，手形割引と金銭貸付と令含む概念で
＆：るo
oa 「証書貸付」とは，貸付けに当たって，借主から借用証書を差し入れさ
せ，ぞれに債権霊長・弁済期・利率など貸付の条件を表示し， ζれを証拠として
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金銭の消費貸借を行なう貨付方法をいう。「貸付」には，とのほか，「手形貸
付」「当座貸越」 「コールローンJ 等がをる。前掲，~原「金融法」 1 2 2 p 
以下，田中「新版銀行取引法」 13 9 p以下を参照。
u <;) 「銀行取引約定書」の一般的概説Kついては，註16 (IL掲載した文献を
参照o消費者保護の観点から，「銀行取引約定書」を論じるものとしては，「
特集・銀行取引約定書の再検討」 （金融法務事情67 1号）所収の諸論稿， f特
集・金融機関と消費者保護J（同 70 5号）所収の諸論稿が＆り，また，水田耕
一「消費者金融のための貸付約定書の検討付～伝尻」 （同463・ 5・？号）が~る。
さらに，「住宅ロー γ」約定書を別個K取りあげたものとして，好美消光「住
宅ローY 」（法律時報51 4号24 p以下），消費者ロ－Y研究会「住宅ロー
ンK台ける法律問題上～下」 （銀行研究法務男i冊45 9号， 464号， 470
号），同「提携住宅ローン(I(j;，ける法律問題（1）～（31（銀行研究法務男I！冊47 9 
号， 48 6号， 49 2号）が去る。
ω 「全銀協は，・…・・答申の趣旨を尊重してとれに対応する適切な措置を早
急に講ずる意向守明らかにし，銀行の約定についての提言に応える措置として
は J......昭和48年4月17日に新たK各種預金規定bよぴ代金取立規定を常，，
定した。…・…・・全銀協は，預金規定の改訂後引き続き消費者ローγの約定書改
訂の作業を進めている」堀内仁「銀行取引約定書の改正問題」（手形研究
2 0 9号， 12 p～） 
的）現代Kなける契約の自由の原則と普通取引約款との関係を論ずるものと
して，星野英一「現代(!Lj;，ける契約」 （現代法8），谷川久「企業取引と法」
（現代法9），法律時報347号（特集約款法の理論と実務）に所収の諸論稿（
（と（ I乞，石井，矢沢，星野，増田の座談会「約款の法律問題J）が有益。
ωわが国の消費者信用全般と法の問題を論ずるものは，現在のととろ少な
い。清水厳「消費者信用」，（上柳・河本嬬「企業・経営と法J281 p以下）ぐ
らいである。しかし，アメリカ (I(j;~いては，消費者信用全般を規律する統一法
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が存在してなり，わが国でもその研究はすすんでいる。すなわち，アメリカで
は， 19 6 8年K連邦法である「消費者信用保護法（ Consumer Credit 
protection Ac h略称CCPA.その第1編は，「貸付真実法 Truth
in l end in g Ac t ）と称され， Jをわ格行規則として rvギュレーショ Y
z R自gulat ion Z」が制定されている） i>-よび19 6 9年vr:各洲法とし
て採用されるととを予定して作成された「統一消費者保護法典.j(Uniform
C o n sum e r c r e d i t C o d e。uc c cまたはu3 cと略称される。 ζ
れ自体は法律ではなく，各州法として採用されて初めて法律となる。 1973年
現在でUc c 0を採用した州は， 6州で;l：る）がまをる。とれらアメリカめ消費
者信用法については，竹内昭夫「アメリカの消費者信用保護法についてJc r1
メリカ法」 1971,1P以下），北川善太郎「消費者保護立法一アメリカ法
の動向J（ジュリスト 46 0号， 99P以下） ，清水厳「米国vci>~ける消費者
保護立法の生成と展開j （阪大法学76号65頁以下）を参照。なb，とれら
アメリカの消費者信用保護立法の法文の翻訳については，消貨者信用保義法制
研究会「アメリカの消費者信用保護法一欧米vci>~ける消費者信用法制 I 」 （非
売品）が去る。
間） 国民生活審議会め「答申」（後述）は，「消費者信用保護のための統一
的な立法措置をすすめるととが必要で去ると考える」と述べているoまた，昭
和47年の割賦販売法の改正の際，国会の審議vc:i>-いても，問費者信用保護法J
が語られている。参議院商工委員会は，附帯決議として「消費者信用保護
K関する基本法をすみやかκ検討するとと」を~げている（との点Kついては
通産省企業局消費経済課編「新割賦販売法の解説J（昭和48年）を参照） 0 
fl4) 改正前の同法第 1 条は「ζ の法律は，割賦販売及び寄り賦購入~っせんに
係る取引を公正Kし，その健全な発達を図る ζ とUてより商品の流通を円滑κし，
もって国民経済の発展に寄与するととを目的とする」と規定していたが，改
正によって「購入者等の利益を保護し」という消費者保護法的側面を明文で規
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定するよう Kなった。但し，第1条第2項は「との法律め運用t'C去たっては，
割賦販売等を行なう中小商業者の事業の安定及び振興κ留意しなければならな
い」と規定している点は，改正後もかわらず，とのζ とは，同法が，消費者保
護のみを目的としたものでないととを意味するととK注意されたい。
制前掲，通産省企業局消費経済課編「芳割醐反売法の解説j，原田甫陳謝賦
販売契約の実務J（昭和48年），谷川・竹内・後藤・飯山・大内・富地・座
談会「契約書の標準化からみた新割賦販売法の理念と実務」①～⑤（ NBL.36
号～38号）。
~d 消資者保護の技術としての「表示の適正化」「契約め適正化j は，消費
者信用陀限らず， 「消費者保護基本法」制定以来推進されている「消
費者行政Jの重要施策α少とつとされている （ζの点については，経済企画庁消費
者行政課編「消費者保護政策」 36 6 p以下を参照）。
朗 また，国会町審議νベルでも，消費者信用保護κ関する基本法の制定が
問題となっている。詮23参照。
凶国民生活審議会編「サービスと消費者保護」 （昭和48年） l'C，との答
申は所収されている。本稿は， ζの蓄によっている。
制具体例としては，前掲第2図，第5凶の章提書。
f50必要借入金額に刺息を加えたもの守均等分割して返済する方法。たとえ
ば， 10 0万円を年1劃の金剰で10年年賦で借りるとすれば，必要借入額
1 0 0万円，利息10 0万円（1 0 0×0. 1×1 0）とで， 1回の返済額は20
万円（2 0 0万円÷10）となる。
51) とれら，利息め計算方式Kついては，前傷，「契約書の標準化からみた
新割賦販売法の理念と実務JI'(詳しい。なな，実質利率ゎ計算方式の決定のさ
い，わが国特有の「ボーナス払」という慣行が，複雑な計算方式を必要として
いる ζとを指摘しておく。
~:J との「答申」争うけ，全銀協は，まず，各種預金規定等のひな型を制定
? ?? ?
した〈ζの点κついては，「銀行実務ー中級版27号， SP以下）。さらに，
全銀協は，現在（昭和49年1月），「銀行取引約定書」についても改正作業
者「開始したといわれる。註20参照。
（昭和49年 1月脱稿）
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